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１．平成２５年９月期の概要 

（１）経営環境 

平成２５年度上期における国内経済は、震災からの復興需要や緊急経済対策な

どの公共投資による国内需要の増加に加え、海外経済の復調の動きと金融政策を

背景とした円安を追い風に輸出の持ち直しが続くなど、内外需要の拡大により景

気回復基調となりました。 

当金庫の主要な事業区域である三陸沿岸地域では、各自治体の復興計画が実施

段階に入り、公共インフラは復旧・復興に向けた本格的な整備が進められており

ます。事業者の生産・営業設備の復旧、震災復旧事業の増勢などにより回復基調

もみられる一方、漁港や水産関連施設では復旧途上にあり、基幹産業である水産

業、観光業の復興は道半ばの状況であります。 

当金庫は、地域の中小企業および個人のお客様に対して、適切かつ積極的な金

融仲介機能を提供し、地域の復旧・復興に向けて継続的に貢献していくために、

平成２４年２月、金融機能の強化のための特別措置に関する法律附則第１１条第

１項に規定する特定震災特例協同組織金融機関として、信用金庫の中央金融機関

である信金中央金庫を通じ、１５０億円の資本支援を受けております。 

当金庫は、この資本支援による安定した財務基盤を活かし、経営強化計画を着

実に実行していくことにより、一日も早い地域の復旧・復興および地域経済の活

性化に貢献してまいります。 

 

（２）決算の概要 

 イ．主要勘定（末残） 

 (イ) 預金積金 

預金積金残高は、公金預金が増加したこと等から、前年度末比２５億円増加

し１，４９９億円となりました。 

個人預金は、借入金返済や生活資金の取崩しにより、同４億円減少の９６６

億円となりました。また、法人預金は、企業の事業資金の払出しにより減少す

る一方、公金預金の増加により同３０億円増加の５３３億円となりました。 

 (ロ) 貸出金 

貸出金残高は、補助金等の入金による返済や産業復興機構等への債権売却等

により、前年度末比１４億円減少の４４４億円となりました。 

なお、中小事業者向け貸出は、復旧・復興に向けた設備資金、「中小企業等

グループ施設等復旧整備補助事業」に係る補助金のつなぎ資金需要等に積極的

に対応しているものの、同１３億円減少の２６９億円となりました。 
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 (ハ) 有価証券 

有価証券残高は、市場金利の動向や支払準備等を念頭に、安全性と流動性に

主眼を置いた国内債を中心とする運用を行っておりますが、上期は新規投資を

控えたことから、前年度末比１４億円減少の３８０億円となりました。 

【図表 1】 

    ○ 預貸金等の推移                    単位：百万円 

  24 年 9 月末 25 年 3 月末 25 年 9 月末  

     前年度末比 

預金積金 121,275 147,384 149,963 2,578 

貸 出 金 45,838 45,884 44,437 ▲1,446 

 うち中小事業者向け 27,410 28,297 26,967 ▲1,330 

有価証券 40,725 39,490 38,040 ▲1,449 

  

 ロ．損益の状況 

業務純益は、資金運用収益の減少等により、前年同期比１１６百万円減少の

２７７百万円となりました。また、経常利益は、貸倒引当金の戻入等により、

同１８１百万円増加の４４０百万円、当期純利益は同２０８百万円増加の３６

４百万円となりました。 

 

【図表 2】 

 ○ 損益の推移                     単位：百万円 

  24 年 9 月期 25 年 9 月期  

    前年同期比 

 業務純益 394 277 ▲116 

 経常利益 259 440 181 

 当期純利益 156 364 208 

 

 ハ．自己資本比率の状況 

平成２５年９月末の自己資本比率は、預け金の増加などに伴いリスクアセッ

トが増加しましたが、利益計上による自己資本の増加により前年度末比０．３

４ポイント上昇し、３４．００％となりました。 
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２．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の当金庫が主として業務を行

っている地域における経済の活性化に資する方策の進捗状況 

当金庫は、被災されたお客様に対し、地元の金融機関として真摯に向き合いな

がら、信用供与の円滑化に取り組むとともに、東日本大震災からの復興および地

域経済の活性化に資するべく、以下の施策に取り組んでおります。 

 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策の進捗状況 

イ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

(イ) 本部と営業店の連携による相談機能の強化 

【本部の関与による相談機能の強化】 

当金庫は、東日本大震災以降、審査課・管理課に設置した「企業支援グルー

プ」において、被災されたお客様からの相談を受け付けてまいりましたが、平

成２４年３月２７日付で、同グループ、「法人営業推進チーム」および「災害復

興支援チーム」を引き継いだ「復興支援課」を新たに設置し、地域復興に資す

る施策に取り組んでおります。 

復興支援課は、総勢６名体制（２５年１１月末現在）により、復興に資する

取組みに係る統括部署としての役割を担うとともに、公的支援制度や各自治体

における復興施策、復興特区に係る情報を提供するなど、営業店および本部関

連部署と連携を図りながら、被災されたお客様のご相談にも対応しております。 

 

【営業店における相談機能の強化】 

営業店においては、平成２３年３月に南支店、同年４月には津谷・盛支店に

「災害復興相談窓口」を設置し、営業休止店舗の営業店長・融資担当者を配置

するとともに、営業中であった本店、駅前支店でも震災直後から「返済方法・

返済金額変更等相談窓口」にて、窓口営業時間外である１７時まで相談を受け

付けてまいりました。 

また、２３年４月からは南支店に融資担当役員および審査課職員を随時派遣

するなど、本部と営業店が一体となった相談受付体制を構築してまいりました。

こうした取組みの結果、当金庫では、２５年１１月末までに累計５，３０７件

の融資に関する相談をいただいております。 

さらに、２４年１１月以降は、住宅ローンや個人版私的整理ガイドラインに

係る説明会を休日を含めて１２地区で開催（２５年１１月末現在）するなど、

相談機能の強化に努めております。 

加えて、２５年２月には、気仙沼市内の内陸部に東新城支店を新設し、同年

４月には、震災以降仮設店舗として相談業務を行ってきた志津川支店を近隣の

高台へ移転新築し、通常営業を再開しております。 
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今後については、本部と営業店の連携による同行訪問や地域の復旧・復興状

況に合わせた店舗網の再構築に取り組みながら、お客様の利便性向上およびさ

らなる相談機能の強化を図ってまいります。 

 

【図表 3】 

   ○ 東日本大震災以降の融資相談実績 

    （平成 25 年 11 月末現在）   単位:件 

 震災以降累計 

融資相談件数 5,307 

 

(ロ) 新規融資の強化および融資条件の弾力化 

当金庫は、東日本大震災以降、いち早く相談受付体制を整備のうえ、被災し

たお客様からのご相談に応じ、融資に係る返済条件の変更などに柔軟に対応し

てまいりました。 

具体的には、事業主等の死亡やけが、本社・工場・設備・在庫等の損壊状況

といった「直接被害」のほか、仕入先・販売先の被災や震災による売上減少な

どの「間接被害」の状況把握に努め、復旧・復興に向けて事業再開意欲のある

お客様に対しては、担保・保証人の取扱いや返済期限などの融資条件の弾力的

な取扱いに取り組むとともに、プロパーおよび信用保証協会の特別融資等を積

極的に活用し、円滑な資金供給に努めてまいりました。 

今後も継続してお客様の状況に応じて、金利や返済期間なども弾力的に取り

扱うべく、復興の段階に応じたニーズ変化を汲み取り、随時商品性の見直しに

努めてまいります。 

 

【営業中の店舗における融資対応】 

営業中の店舗では、自店エリアを超えた被災者からのさまざまな相談にも対

応できるよう、平成２３年３月に南支店、同年４月に盛支店に「融資相談ブー

ス」を設置し、営業休止店舗の営業店長や本部審査課職員を配置することで、

被災されたお客様に係る返済猶予や条件変更に応じております。 
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【図表 4】 

 

         

 

 

【営業休止中の店舗における融資対応】 

営業休止中の店舗につきましては、営業中の店舗にて代替営業を行っており

ますが、これに加え、平成２３年６月には、営業休止店舗の営業店長６名およ

び役席者６名による「災害復興支援チーム」、同年８月には、渉外担当者４名に

よる「大島地区・唐桑地区特別チーム」を編成し、「法人営業推進チーム」とと

もに、お客様の状況把握に努め、返済条件の変更や新規融資の相談に対応して

まいりました。こうしたお客様への直接訪問活動は、２５年１１月末までに延

べ６，８２９先にのぼります。 

 今後につきましても、各地区の復旧・復興状況を踏まえ、各営業店が窓口と

なり復興支援課と連携しながら、引き続きお客様の状況把握に努めるとともに、

お客様からの融資相談に真摯に対応し、地域経済の復興および活性化に向けて

金融仲介機能を発揮してまいります。 

 被災債権の管理・回収につきましては、東日本大震災からの復旧・復興に向

けて、お客様の過度な負担の回避に十分留意したうえで、信金中央金庫からの

指導・助言を受けながら、被災債権の状況の把握、お客様の経営改善支援等に

取り組んでおります。さらに、二重ローン問題の解消に資する施策などにつき

ましては、お客様の被災状況を詳細に把握し、必要に応じて各県の産業復興機

構や「㈱東日本大震災事業者再生支援機構」、「個人版私的整理ガイドライン運

営委員会」等の外部機関と連携し、対応しております。 

 

 

 

 

○盛支店「融資相談ブース」 
(高田支店・大船渡支店・三陸支店・ 
盛支店をご利用のお客様) 

○南支店「融資相談ブース」 
(内の脇支店・南支店・松岩支店 
をご利用のお客様) 
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 【図表 5】 

○ 訪問先数実績                         単位：先 

復興支援課 
(旧法人営業推進ﾁｰﾑ含む) 

大島地区・唐桑地区 

特別チーム 

旧災害復興 

支援チーム 
計 

4,161 1,935 733 6,829 

(注)訪問実績は、東日本大震災以降、平成 25 年 11 月末までの累計 

 

(ハ) 人材の戦略的な育成・活用 

当金庫は、東日本大震災からの復旧・復興の支援に向けたさまざまな取組み

を進めていくためには、地元の金融機関として地域固有の情報を活かした、課

題解決型金融サービスを提供できる人材の長期的かつ組織的な育成・活用が不

可欠であるとの考えの下、人材育成に取り組んでおります。 

融資スキルについては、以前よりＯＪＴや外部研修の受講を通じて向上を図

ってきたところですが、平成２３年度は、融資経験の浅い若手および中堅の営

業店職員延べ３２名を対象に、当金庫職員の優績者を講師とした集中的な融資

基礎講座を実施しており、本カリキュラムを終了した職員は、順次、融資担当

者・渉外担当者への配置を進めながら、実践に即した育成を図っております。 

なお、２４年度以降においても、融資スキルの蓄積に向け、役職員向け研修

の開催や外部研修の受講者派遣について、積極的に取り組んでおります。 

今後についても、復興支援課との協働化や、信金中央金庫、(独)中小企業基

盤整備機構等が開催する外部研修の受講、内部トレーニー制度などを通じ、審

査担当職員の増強およびスキルアップを図り、課題解決型金融サービスの実現

に向けた人材の育成を図ってまいります。 

 

【図表 6】 

○ 平成 25 年度以降実施の融資関連研修会等 

実施時期 主催 内容 
参加 

人数 

(一社)全国信用金庫協会 
融資審査担当者インストラクター講

座 
1名 

(一社)東北地区信用金庫協会 地域密着実践研修 2名 

信金中央金庫 経営改善支援のための決算書の見方 32名 

宮城県信用保証協会 経営力強化保証制度について 27名 

当金庫審査課 初級融資研修(第一回) 17名 

㈱オリエントコーポレーショ

ン 

消費者ローンの推進、新型無担保住

宅関連ローンについて 
28名 

平成 25年 5月 

信金中央金庫 太陽光発電事業に関する勉強会 44名 

(一社)東北地区信用金庫協会 融資推進研修 2名 

当金庫管理課 経営改善計画策定について 28名 
平成 25年 6月 

(独)中小企業基盤整備機構 
認定支援機関向け経営指導・事業再

生研修［基礎編］ 
3名 
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実施時期 主催 内容 
参加 

人数 

宮城県信用金庫協会 中小企業経営改善実務研修 4名 

当金庫審査課 初級融資研修(第二回) 28名 平成 25年 6月 

当金庫審査課 初級融資研修(第三回) 24名 

当金庫審査課 初級融資研修(第四回) 28名 

当金庫審査課 初級融資研修(第五回) 27名 
平成 25年 7月 

(独)中小企業基盤整備機構 
認定支援機関向け経営指導・事業再

生研修［実践力向上編］ 
3名 

日本政策金融公庫 日本政策金融公庫による勉強会 12名 

(独)中小企業基盤整備機構 
認定支援機関向け経営指導・事業再

生研修［個別分野ｺｰｽ、計画策定］ 
3名 

平成 25年 8月 

(独)中小企業基盤整備機構 
認定支援機関向け経営指導・事業再

生研修［個別分野ｺｰｽ、ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ］ 
3名 

(一社)東北地区信用金庫協会 貸出金管理回収研修 2名 

(一社)東北地区信用金庫協会 経営支援のための目利き力養成研修 2名 平成 25年 9月 

宮城県信用金庫協会 女性管理職のための融資入門講座 2名 

宮城県信用保証協会 信用保証協会制度等に係る勉強会 17名 

信金ギャランティ㈱ 消費者ローンの勉強会 23名 平成 25年 11月 

当金庫復興支援課 ビジネスマッチング実践研修 11名 

 

 

ロ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施状況を検証するための体制 

当金庫では、中小規模の事業者に対する信用供与や復興に資する方策を着実に

遂行するため、経営強化計画につきまして、ＰＤＣＡ（Plan→Do→Check→Action）

サイクルにより実施状況を検証しております。 

 

【図表 7】 

○ 経営強化計画の実施管理に係るイメージ図 

 

          

信
金
中
央
金
庫 

 

・計画進捗状況 

・財務状況 等 

管理、指導･助言 

経営指導契約 

経営力強化制度 
  

理事会 

常
勤 

理
事
会 

復興支援課 

本 部 

営業店 

評価･指示 

分析･報告 

気仙沼信用金庫 

復興支援会議 
意思決定 

監督機関 

 

当金庫は、平成２４年３月２７日付で、経営強化計画の実施状況を統括する部

署として「復興支援課」を設置いたしました。経営強化計画の進捗管理において、

復興支援課は、原則として毎月、常勤理事会に実施状況の報告を行うとともに、
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常勤理事会からの指示事項を担当部門等に通知し、経営強化計画の着実な履行を

図っております。 

なお、復興支援課は、進捗管理だけでなく、経営強化計画の推進部門としても、

関連部門と連携して、経営強化計画に掲げた各種施策の実施に向けた取組みを進

めております。 

また、当金庫は、経営強化計画の実現に向け、部門間の連携強化を図るべく、

２４年４月から新たに「復興支援会議」を開催しています。復興支援会議は、部

門間の連携強化を図るべく、本部関連部署や営業店の役職員を参加者として、各

種施策の実施状況を報告するとともに、判明した課題については、担当部門等に

対し、要因分析および対応策の検討を指示しています。開催実績は、２５年１１

月末までに計１０回となっており、常勤理事会には、諸課題の対応状況や復興支

援会議における協議事項等について都度報告を行っております。 

常勤理事会は、理事会の委任の下、復興支援課からの報告を受け、実施状況の

確認とその評価を実施するとともに、進捗が捗々しくない場合は、復興支援課に

対し、その要因の分析と対応策の実施を指示いたします。 

理事会は、四半期毎に、常勤理事会から経営強化計画の実施状況に係る報告を

受け、計画の実施状況を管理しており、２５年度においては、２５年６月、１０

月および１２月に進捗状況を確認しております。 

さらに、当金庫は、今般の資本支援を受けるにあたり、信金中央金庫と経営指

導契約を締結しております。当金庫は、当該契約にもとづき、経営強化計画の実

施状況や当金庫の財務の状況等を信金中央金庫に報告したうえで、被災債権の管

理・回収をはじめとした、経営強化計画の実施に資する指導および助言を受けて

おります。 

以上のとおり、経営強化計画の実施状況につきましては、当金庫内部での検証

に加え、外部からも検証・指導を受けることにより、積極的な取組みを促す体制

となっております。 

 

 

ハ．担保または保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需

要に対応した信用供与の条件または方法の充実のための方策 

(イ) プロパー融資対応による融資条件の緩和 

東日本大震災を境に、お客様の状況は大きく変化しております。 

当金庫は、研修等を通じた職員のスキルアップや訪問活動により収集したお

客様の情報等を活かし、事業の見通し、経営手腕、地域における事業の必要性

などを踏まえた適切な審査にもとづき、各種プロパー融資商品の提供に努めて

おります。 
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また、当金庫は、被災されたお客様の状況調査を進める中で、既存商品の見

直しの必要性を強く認識し、次の商品について見直しを実施しております。今

後も、復興の段階に応じたニーズ変化を汲み取り、随時商品性を見直ししてま

いります。 

 

【図表 8】 

○ プロパー融資の商品性見直し 

商品名 商品概要 見直しの概要 見直し時期 取扱実績 

地域力 

融資額 1,000 万円以内 

返済期間 10 年以内 

当初 2 年間の利子補給

型融資 

融資上限額の引き上げ 

（10 百万円→事前協議

により拡大可） 

融資対象者の拡大 

平成 24 年 3 月
219 件

1,773 百万円

災害復

興住宅

ローン 

融資額 5,000 万円以内 

返済期間 35 年以内 

既存住宅ローンにおけ

る融資条件を緩和 

勤続・営業年数、年収、

担保評価、年収合算者

などの融資条件を緩和 
平成 24 年 10 月

13 件

292 百万円

太鼓判 

融資額 2,000 万円以内 

返済期間 5 年以内 

担保不要で営業店長が

スピーディーに審査 

取扱期間の延長（平成

25 年 3 月末→平成 26

年 3 月末） 

 

平成 25 年 3 月
7 件

38 百万円

東日本

大震災

被災事

業者支

援融資 

補助金内示金額以内 

返済期間 15 年以内 

 

取扱期間の延長（平成

25 年 3 月末→平成 26

年 3 月末） 平成 25 年 3 月
104 件

5,640 百万円

(注)取扱実績は、東日本大震災以降、平成 25 年 11 月末までの累計 

 

 (ロ) ＡＢＬの取扱い 

当金庫は、東日本大震災以前から、信用保証協会の提供する「流動資産担保

融資保証制度」を活用したＡＢＬ（Asset Based Lending：流動資産担保融資）

保証に取り組んでまいりました。 

今後においては、お客様の営業の正常化が進んでいく中で、資金需要が活発

化することが想定されますが、お客様の資金調達手段の拡充の観点から、担保・

保証に過度に依存することなく、信用保証協会による「流動資産担保融資保証

制度」の活用などを視野に入れ、動産等を担保とした融資について、お客様の

ニーズを把握し、提案してまいります。 

なお、お客様のニーズ多様化にお応えできるよう、情報収集を進めるととも

に、平成２４年４月には、ＡＢＬの取扱いを推進している他信用金庫の職員を、

２５年５月には信金中央金庫の職員を講師に迎え、当金庫役職員向け勉強会を

開催し、実践的なノウハウの蓄積を図っております。 
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(ハ) 無担保・無保証ローンの推進 

当金庫は、従来、地域の事業者や個人のお客様が担保・保証の有無にかかわ

らず適時適切に資金調達が行えるよう、保証会社と提携した個人事業者向け「ス

モール・ビジネスローン」を提供してまいりました。 

また、東日本大震災以降、地震および津波に伴う動産・不動産の滅失により、

担保または保証に過度に依存しない融資商品へのニーズは、より一層高まって

いるとの認識の下、外部機関と連携した事業再生ファンド等の活用とあわせて、

商品性の見直しや新商品を検討してまいります。 

 

(ニ) 信用保証協会および政府系金融機関等の公的支援制度を活用した融資商品の

提供 

当金庫は、東日本大震災の被害に伴う担保価値の下落等により、お客様の借

入れに支障をきたすことのないよう、信用保証協会保証による制度融資の活用

や日本政策金融公庫等との協調融資といった公的な支援制度を活用し、迅速で

円滑な資金供給や金利負担の軽減、返済期間の長期化などにより、お客様の負

担軽減を図っております。 

東日本大震災関連の信用保証協会保証付融資制度については、平成２５年１

１月末実績は２３７件、４，６６７百万円となっております。 

また、東日本大震災以降の政府系金融機関との協調融資は、３機関合計で９

件、３，０６９百万円に上っております。 

【図表 9】 

 ○ 政府系金融機関との協調融資               単位:件、百万円 

取組実績 当金庫 
商工組合 

中央金庫 

日本政策 

金融公庫 

件 数 9 9 3 9 

金 額 3,069 1,749 280 1,040 

(注)取扱実績は、平成 25 年 11 月末までの累計 

 

 

（２）被災者への信用供与の状況および被災者への支援をはじめとする被災地域にお

ける東日本大震災からの復興に資する方策の進捗状況 

イ．被災者への信用供与の状況 

(イ) 被災状況に係る調査の実施 

当金庫は、東日本大震災発生以降、既存の「法人営業推進チーム」、平成２３

年６月に編成した「災害復興支援チーム」、同年８月に編成した「大島地区･唐

桑地区特別チーム」および営業店職員の連携により、被災したお客様を直接訪
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問のうえ面談するなど、地元の金融機関として被災者の視点に立った被災状況

調査を行い、総訪問先数は２５年１１月末現在で延べ６，８２９先に上ります。 

今後も被災者支援につなげるべく、廃業や代表者等の死亡、建物の損壊、棚

卸資産の喪失といった直接的な被害に加え、販路縮小や風評による売上高の大

幅な減少、給与所得の減少といった間接的な被害をも含めた、お客様の状況把

握に継続的に取り組んでまいります。 

 

(ロ) 被災者からの申し出により約定弁済を一時停止等した実績 

当金庫は、東日本大震災以降、かかる甚大な被災状況を踏まえ、一刻も早く

地域のお客様と復旧・復興に向けた一歩を踏み出すべく、被災債権の約定弁済

の一時停止をはじめとする条件変更に柔軟に対応してまいりました。 

東日本大震災の発生後における約定弁済の一時停止実績は、ピーク時の平成

２３年６月末には３８６先、１０，２６２百万円に上っておりましたが、こう

した約定弁済の一時停止を行ったお客様に対し、お客様の状況に応じた条件変

更の手続きを進めたことなどから、２５年１１月末には、１１先、２３０百万

円まで減少しております。 

また、お客様との相談のうえ、正式に条件変更契約を締結した実績は、２５

年１１月末現在で累計３８７先、７，０９２百万円（うち事業性ローン１１３

先、６，０３４百万円、住宅ローン等２７４先、１，０５８百万円）となって

おります。 

 

 【図表 10】 

 ○ 被災者との合意にもとづく約定弁済の一時停止実績       単位：先、百万円                        

  ピーク時(平成 23 年 6 月末)  平成 25 年 11 月末 

  先数 金額 先数 金額 

 事業性ローン 168 9,069 6 196 

 住宅ローン 115 1,092 4 32 

 その他 103 101 1 2 

合 計 386 10,262 11 230 

 ○ 東日本大震災以降の条件変更実績  単位：先、百万円 

  震災以降 

  累  計 

  先数 金額 

 事業性ローン 113 6,034 

 住宅ローン 103 892 

 その他 171 166 

合 計 387 7,092 

(注)平成 25 年 11 月末までの累計 
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(ハ) 被災者への信用供与の実績 

当金庫は、被災地に本店を構える地域金融機関として、地域の復旧・復興に

向けて、新規融資にも積極的に取り組んでおります。 

新規融資においては、新商品や既存商品の見直しを含め、さまざまな業種に

対する事業性ローンや個人向け消費者ローン等を幅広く提供しており、被災地

のニーズに即した円滑な資金供給に努めております。 

この結果、東日本大震災以降の被災者向け新規融資実績は、平成２５年１１

月末現在で１，０２５先、２０，８２４百万円に上っております。 

また、この中には、東日本大震災以降に条件変更対応したお客様に対する新

規融資実績９９先、２，３７５百万円も含まれており、当金庫は、被災された

お客様の状況を踏まえながら、既往融資と新規融資の両面より、地域金融の円

滑化に取り組んでおります。 

今後も、当金庫は、融資相談ブースや復興支援課等の活動を通じて、お客様

の状況把握および相談対応に努めてまいります。 

 

 【図表 11】 

 ○ 被災者向け新規融資の実行先数・金額         単位：先、百万円 

  震災以降   

  累  計 
うち条件変更先 

に対する新規融資 

  先数 金額 先数 金額 

 事業性ローン 889 19,847 96 2,371 

うち運転資金 578 10,684 67 1,462 

うち設備資金 311 9,163 29 909 

 住宅ローン 59 824 1 1 

 その他 77 153 2 3 

合 計 1,025 20,824 99 2,375 

（注）震災以降累計は、平成 25 年 11 月末までの累計 

 

 

ロ．被災者への支援をはじめとする被災地域における東日本大震災からの復興に資

する方策 

(イ) 復興に向けた本部機能の強化 

当金庫は、平成２４年３月、被災地の復興に向けた統括部署として「復興支

援課」を設置いたしました。 

復興支援課では、営業店および本部関連部署との連携を図り、復興支援に関

する情報の収集・統括管理、地域復興に資する諸施策の立案・推進など、被災
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者の復興支援から地域経済の活性化につながるように、お客様の事業再生・復

興支援に向けた総合的な施策を企画立案し、着実に推進しております。 

特に事業を再開された事業者の販路開拓や取引先紹介、ビジネスマッチング

支援に注力するとともに、信用金庫業界のネットワークを活用して当金庫営業

エリアへの旅行を各方面に働き掛け、地元産品の販売を支援するなど、事業者

の売上向上に貢献してまいりました。 

 

(ロ) 営業店機能の維持・強化と見直し 

 【店舗の開設による金融サービスの提供】 

東日本大震災により、当金庫の事業区域は甚大な被害を受けており、当金庫

も、被災直後には全１２店舗中１０店舗の閉鎖を余儀なくされました。 

 当金庫は、被害が軽微で営業可能であった２店舗において、地域でいち早く

通常どおり営業を再開しており、平成２５年１１月末現在では、７店舗で営業

を行っているほか、１店舗で仮設店舗による相談業務を行うなど、被災地にお

ける金融サービスの提供に努めており、地元に本店を構える金融機関として、

震災以降におけるお客様の暮らしに貢献できているものと自負しております。 

 その一方で、これら復旧対応を実施するにあたり、社会インフラとしての店

舗の必要性について認識するに至り、２５年２月には気仙沼市内の内陸部に東

新城支店を新設するとともに、震災以降仮設店舗として相談業務を行ってきた

志津川支店については、２５年４月に近隣の高台へ新築移転のうえ通常営業を

再開いたしました。 

また、三陸支店については、東日本大震災で店舗が全壊し休止中でありまし

たが、早期の店舗再開は困難との認識から、２５年１１月１１日をもって一旦

廃止し、盛支店に全ての業務を引き継ぎ統合することといたしました。 

なお、休止中の松岩支店は、移転のうえ通常営業を再開する計画であり、店

舗網の再構築を通じて、お客様の利便性向上に取り組んでまいります。 

 今後も、地域経済の活性化の一翼を担うべく、東日本大震災以降の市街地形

成の状況等にも配慮しながら、お客様の利便性向上に向けた店舗網の再整備を

進めてまいります。 
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【図表 12】○ 当金庫の店舗配置（平成 25 年 11 月末現在） 

 
 

 

 

 
○ 店舗の営業状況（平成 25 年 11 月末現在） 

営業状況 
営業店名 所在地 

震災直後の 

被害状況 震災 
直後 

現在の状況 
営業再開日 
（平成 23 年） 

本 店 気仙沼市八日町 全 壊 休止 通常営業 5 月 25 日 

鹿 折 支 店 気仙沼市新浜町 全 壊 休止 駅前支店にて － 

内の脇支店 気仙沼市魚市場前 半 壊 休止 南支店にて － 

津 谷 支 店 気仙沼市本吉町 停 電 営業 通常営業 3 月 14 日 

志津川支店 南三陸町志津川 全 壊 休止 
通常営業 

(25.4.15 移転) 
(5 月 10 日) 

駅 前 支 店 気仙沼市古町 停 電 営業 通常営業 3 月 15 日 

南 支 店 気仙沼市田谷 床上浸水 休止 通常営業 3 月 28 日 

松 岩 支 店 気仙沼市片浜 全 壊 休止 南支店にて － 

高 田 支 店 陸前高田市高田町 全 壊 休止 仮設店舗 (5 月 16 日) 

大船渡支店 大船渡市大船渡町 全 壊 休止 盛支店にて － 

三 陸 支 店 大船渡市三陸町 全 壊 休止 
盛支店に統合 
(25.11.11 廃止) 

－ 

盛 支 店 大船渡市盛町 床上浸水 休止 通常営業 3 月 28 日 

東新城支店 気仙沼市東新城 － － 
通常営業 

(25.2.18 新設) 
－ 

 ※営業再開日における( )書きは、相談業務の開始日 

三陸支店三陸支店三陸支店三陸支店(11(11(11(11 月廃止月廃止月廃止月廃止))))    

東新城支店 
(新設店舗) 
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○東新城支店(気仙沼市東新城)落成記念式典の模様（平成 25年 2 月 18 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○志津川支店(南三陸町志津川)落成記念式典の模様（平成 25年 4 月 15 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【役職員の再配置による金融サービスの提供】 

 当金庫店舗は、平成２５年１１月末現在、４店舗が営業休止中となっており

ますが、これらの店舗についても、休止店舗の職員を通常営業店舗へ配置のう

え、代替営業を行っております。 

 被災に伴う営業休止により、一部のお客様にはご不便をおかけしております

が、地域の状況にあわせ人員配置を見直すとともに、営業休止店舗の営業店長

や役席者が訪問活動に一層注力することにより、地域のお客様への相談業務・

金融サービスの維持に努めております。 

 

(ハ) 避難されたお客様に向けた対応 

被災に伴い、当金庫の事業区域から遠隔地に移動したお客様につきましては、

信用金庫業界スキームとして避難先最寄りの信用金庫において預金払戻しを可

能とする預金代払い制度を活用することにより、平成２５年１１月末現在で、

１５６件の払戻しに応じてまいりました。 

融資取引のあるお客様につきましても、仮設店舗および「融資相談ブース」

にて、営業休止店舗の営業店長や本部審査課職員を配置し、被災されたお客様
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に係る返済猶予や条件変更などの相談を受け付けております。 

なお、２４年１０月から、地域の経済環境・雇用環境等を踏まえた「災害復

興住宅ローン」の取扱いを開始するとともに、防災集団移転地区のお客様に対

して、地区別に本住宅ローンの説明会の開催にあわせて「個人債務者の私的整

理に関するガイドライン」についても情報提供しております。 

また、被災地域の復興に向けて、被災されたお客様が、防災集団移転事業に

より、移転促進区域内にある土地等を地方公共団体に売却することになった場

合には、円滑に抵当権抹消手続き等を進めてまいります。 

当金庫では、復興支援課および営業店の連携により、効率的な訪問活動に努

めるとともに、お客様の置かれた状況、ニーズに対応した相談しやすい環境整

備に取り組んでまいります。 

 

(ニ) 東日本大震災からの復興に向けた商品の開発･提供 

当金庫は、既存商品の見直しに加え、復旧・復興に向けたお客様の事業再開

および生活再建意欲を高めるべく、次のとおり新たな融資商品提供を開始して

おります。 

これらの商品においては、通常商品に比べて、金利の引き下げや融資期間の

長期化などを特徴とすることで、お客様の負担を軽減し、円滑な事業再開・生

活再建に向けた返済負担の軽減を図っており、これら新商品の取扱実績は、平

成２５年１１月末現在で、６３７件、１２，６５１百万円に上っています。 

事業者向けについては、国や県の各種支援制度によって復旧・復興に向け本

格的に始動している状況にあり、設備資金等を中心として資金需要が増加して

いることから、これに応需すべく中小企業等グループ施設等復旧整備事業によ

る補助金のつなぎ資金である「東日本大震災被災事業者支援融資」など、東日

本大震災からの復興に向けた融資商品の推進を図っております。 

個人向けについては、震災に伴う地震保険等による繰上返済もあり伸び悩ん

でおりますが、被災した事業所が復興過程にある中での雇用情勢は厳しく、所

得面においても収入増が見込めない、または減少していく環境下、既存の住宅

ローンの条件では資金調達に苦慮する被災者も多数存在するものと推測される

ことから、２４年１０月に、融資条件を一部緩和した被災者向け住宅ローン「災

害復興住宅ローン」の提供を開始いたしました。また、高台への土地取得や家

屋の新築により、被災者の住宅再建を中心とした資金需要が増加してくると考

えられることから、住宅リフォーム、新築資金等を対象とした無担保住宅関連

ローンの開発や保証会社との協議による取扱条件の緩和など、お客様の状況に

あわせて推進してまいります。 
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【図表 13】 

○ 東日本大震災からの復興に向けた融資商品一覧 

種類 対象 商品内容 提供開始 取扱実績 

名  称 

金  額 

返済期間 

担  保 

利  率 

：東日本大震災復興緊急保証 

：280 百万円以内 

：15 年以内 

：必要に応じて 

：1.65～2.6% 

平成 23 年

5 月 

24 件 

856 百万円 

名  称 

金  額 

返済期間 

担  保 

利  率 

：災害復旧対策資金 

：1,000 万円以内 

：10 年以内 

：必要に応じて 

：1.0%～1.9% 

平成 23 年

4 月 

42 件 

309 百万円 

名  称 

金  額 

返済期間 

担  保 

利  率 

：みやぎ中小企業復興特別資金  

：80 百万円以内 

：15 年以内 

：必要に応じて 

：1.5% 

平成 23 年

6 月 

153 件 

3,166 百万円 

信
用
保
証
協
会
保
証
付
商
品 

事業者 

名  称 

金  額 

返済期間 

担  保 

利  率 

：いわて東日本大震災復興資金 

：80 百万円以内 

：15 年以内 

：必要に応じて 

：1.5～1.7% 

平成 23 年

6 月 

18 件 

334 百万円 

名  称 

資金使途 

金  額 

返済期間 

担  保 

保  証 

利  率 

：しんきん災害復旧ローン 

：生活再建資金 

：500 万円以内 

：10 年以内 

：不要 

：不要 

：2.6% 

平成 23 年

4 月 

32 件 

36 百万円 

保

証

会

社 
保
証
付
商
品 

個人 
名  称 

資金使途 

金  額 

返済期間 

担  保 

保  証 

利  率 

：新型無担保住宅関連ローン 

：住宅リフォーム、新築資金等 

：1,000 万円以内 

：15 年以内 

：不要 

：不要 

：0.6～1.6% 

平成 25 年

5 月 

7 件 

18 百万円 

当
金
庫
プ
ロ
パ
ー
商
品 

事業者 

名  称 

資金使途 

金  額 

 

返済期間 

担  保 

 

保  証 

 

利  率 

：東日本大震災被災事業者支援融資 

：設備資金 

：中小企業グループ施設等復旧整備補 

助事業での補助金内示金額の範囲内 

：15 年以内 

：1年以内、原則不要 

 1 年以上、必要に応じて 

：1年以内、代表者のみ 

 1 年以上、代表者および事業承継者等 

：1年以内 1.50～3.00% 

 1 年以上 1.80～3.775% 

平成 23 年

12 月 

104 件 

5,640 百万円 
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種類 対象 商品内容 提供開始 取扱実績 

名  称 

資金使途 

金  額 

返済期間 

担  保 

保  証 

利  率 

：地域力 

：設備資金、運転資金 

：原則 1,000 万円以内 

：10 年以内 

：必要に応じて徴求 

：代表者のみ 

：2.60%以内 

平成 23 年

11 月 

219 件 

1,773 百万円 
 

※信用保証協会

震災保証制度融

資3件43百万円

を含む。 

事業者 
名  称 

資金使途 

金  額 

返済期間 

担  保 

保  証 

利  率 

：フロンティア 

：創業資金 

：原則 1,000 万円以内 

：10 年以内 

：必要に応じて徴求 

：代表者のみ 

：2.60%以内 

平成 24 年

2 月 

25 件 

221 百万円 

当
金
庫
プ
ロ
パ
ー
商
品 

個人 

名  称 

資金使途 

 

金  額 

返済期間 

担  保 

保  証 

利  率 

：災害復興住宅ローン 

：住宅の新築、増改築、修繕、土地の購 

入等 

：5,000 万円以内 

：35 年以内 

：融資対象の土地、建物 

：原則として 1名以上 

：通常商品から金利優遇 

平成 24 年

10 月 

13 件 

292 百万円 

(注)取扱実績は、東日本大震災以降、平成 25 年 11 月末までの累計 

 

(ホ) 販路拡大等事業拡大のための取引先紹介、マッチング支援 

当金庫は、信用金庫業界および信金中央金庫の全国ネットワークを活用した

取組みを通じて、お客様の販路拡大等に努めており、平成２４年１１月には「よ

い仕事おこしフェア」、「ビジネスマッチ東北２０１２秋」、２５年１１月には「ビ

ジネスマッチ東北２０１３」への当金庫のお客様の出展を支援いたしました。 

また、国内ＮＰＯ「プラネットファイナンスジャパン」との連携による「三

陸復興トモダチ基金」の支援事業者を対象とした事業者セミナー・交流会を２

５年５月より１２月までの間に４回実施し、中小企業経営や創業のノウハウに

係る講演会、参加事業者によるビジネスモデル発表や情報交換、交流の機会を

提供しております。 

さらに、公益財団法人みやぎ産業振興機構と連携し「被災中小企業商品販売

力等育成支援事業（販路ナビ事業）」について、当金庫のお客様に案内し２先に

対する販路開拓、営業力向上等の支援を開始いたしました。 

加えて、東日本大震災以降は、全国の信用金庫等と連携し、被災地域支援の

一環としてビジネスマッチングイベントや個別商談会、年金旅行客等の誘致に

取り組むなど、各々の機会を最大限に活かし、お客様の売上確保や業績回復、

ひいては地域の復旧・復興に向けた支援に取り組んでおります。 
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 【「ビジネスマッチ東北」への参画】 

当金庫は、平成１８年度から(一社)東北地区信用金庫協会が主催する「ビジ

ネスマッチ東北」について、本イベントを具体的に検討・実行していく組織で

ある同協会傘下の専門部会に対して職員を派遣しており、開催に向けた準備態

勢構築の段階から参画しております。取組当初はプレゼンテーション力の弱か

った企業に対して、当金庫職員の各ブースへの派遣や起業家支援等において経

営問題、販路開拓などのさまざまな課題解決に係るノウハウを持つ有資格者で

あるインキュベーション・マネージャーとの連携によるマッチングのサポート

に努めた結果、回を重ねる毎に販路拡大や売上増加等に寄与してまいりました。 

２５年１１月７日に開催した「ビジネスマッチ東北２０１３」においては、

当金庫の紹介により参加されたお客様２１先を含む過去最多の４３１社・団体

が出展するとともに、商社、百貨店などの仕入れ担当者等が過去最高の約７千

人来場し、数多くの交流・商談が行われ、大震災から立ち上がる東北の事業者

をアピールすることができました。当該イベントには、当金庫のお客様による

視察ツアーを企画・実施するとともに、当金庫職員の人材育成の観点から、本

イベントを教材の場としたビジネスマッチング実践研修として１１名を同ツア

ーに帯同させております。 

また、「ビジネスマッチ東北２０１２春」より取り組んでまいりました「ビジ

ネスマッチ東北ハンズオン支援事業」は、地域経済産業活性化補助金を活用し

て実施するものですが、当金庫のお客様８先が販路開拓支援を受けることとな

り、ＮＰＯ法人等のコーディネーターを活用した販路開拓支援が行われ、営業

店長等が販路相談会等へ帯同訪問するなど、きめ細かな支援を実施しておりま

す。 

このように、お客様の販路拡大機会として、同イベントの有効性は高まりつ

つあることから、引き続き支援に取り組んでまいります。 

 

【図表 14】 

○ ビジネスマッチ東北実績推移                単位:先、件 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

参加企業数 344 291 384 431 

商談数 2,994 2,373 2,585 1,533 全体 

成約数 300 159 189 182 

参加企業数 40 7 24 21 

商談数 142 46 118 82 

 
 うち 

 当金庫 
成約数 11 13 21 14 
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○ 「ビジネスマッチ東北２０１３」の模様 (平成 25年 11 月 7 日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ その他マッチング支援等 

イベント名称等 時期 概要等 

よい仕事おこしフ

ェア 

平成 25 年 8

月 

・東京国際フォーラムで開催。 

・城南信金主催により東北地方を中心とする 35 金庫の協

賛により、ビジネス展示・商談、東北特産品等の展示・即

売、行政・教育機関等の特別展示。 

・当金庫において 4先の出展を誘致。 

販路ナビ事業 平成 25 年

11 月 

・公益財団法人みやぎ産業振興機構と連携。 

・当金庫において 2先に対して販路開拓、営業力向上等の

支援を開始。 

東北ハンズオン支

援事業に係る検討

会 

平成 25 年

11 月 

・「ビジネスマッチ東北ハンズオン支援事業」の一環。 

・販路支援する経営支援ＮＰＯクラブからカタログ販売企

画、実習生派遣に係る提案。 

・当金庫において 6先の参加。 

 

【販売力強化支援プロジェクト】 

当金庫は、被災企業の販路拡大支援として、被災地企業販路拡大開拓支援共同

体による社内販売を活用した「販売力強化支援プロジェクト」に共催として参加
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し、当金庫よりお客様を紹介、平成２５年１１月末時点で１２社が登録されてお

ります。本件は、関係経済団体の傘下企業への商品購入の呼び掛けにより、販路

の開拓を図るとともに、購入者のニーズ把握等を通じて、被災企業側の発信力や

商品開発力の向上を目的とするものであります。本プロジェクト関係者において

販売状況、課題等を共有化し、登録事業者にフィードバックするとともに、スキ

ームの改善と対策案について定期的に協議しております。 

今後も引き続き、生産設備が復旧したものの震災後販路を喪失する等の課題を

抱える企業に対し、このような外部機関と連携した支援活動を通じて、地域産業

の復興に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年金旅行等の誘致、他地区の金庫取引事業者との物販に係るマッチング等】 

当金庫では、全国の信用金庫に対して年金旅行等の気仙沼エリアへの誘致を働

き掛け、平成２４年９月～１１月にかけて約３千人の来訪を受けました。これに

合わせ、当金庫では、旅行客を地元の土産物販売施設へ誘致するとともに、被災

からの復興を目指している地元の水産加工業者の商品をパッケージ化し、カタロ

グによる販売を企画し、地元事業者の売上増加だけでなく、被災地域への関心を

高め、観光リピーターを増加させることに取り組みました。 

２５年９月には、「気仙沼地域への視察旅行等のご案内」を作成のうえ全国の信

用金庫あて郵送し、気仙沼方面への視察研修、旅行をご提案しており、これまで

に複数の信用金庫役職員、団体等旅行客の誘致、視察等に対応してまいりました。 

また、コザ信用金庫(沖縄県)との連携により、各々の地域の地元産品の物流を

通じて、地元事業者への新たな販路開拓を支援することとしており、気仙沼地域

の産品が沖縄の商店街等の物産ブースに並ぶとともに、沖縄の産品を気仙沼の商

業施設等で取り扱いするため準備を進めております。 

今後も、気仙沼市観光課、地元事業者・団体等とも連携し、各自治体の震災復

興計画や観光戦略の考え方、将来ビジョンを踏まえつつ、信用金庫業界のネット

ワークを活用するなどにより、当金庫の営業エリアへの旅行客等の誘致に取り組

んでまいります。 

〈〈〈〈販売力強化支援販売力強化支援販売力強化支援販売力強化支援プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの概要概要概要概要〉〉〉〉    

主  催：被災地企業販路拡大開拓支援共同体 

     （仙台経済同友会、東北経済連合会、東北ニュービジネス協議会） 

共  催：気仙沼信用金庫、石巻信用金庫 

協  力：ヤマトホームコンビニエンス株式会社 

後  援：復興庁宮城復興局 

実施時期：平成２５年５月下旬～平成２６年３月 

実施内容：専用のＷＥＢによるクローズド販売事業。被災地企業の商品を関係経

済団体傘下の企業に対して社内販売を実施する。 
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【図表 15】 

○主な旅行客誘致、視察受入等の状況（平成 25年度中） 

来訪時期 来訪者等 人数 

4月 22日 北星しんきん「信和会」(総代) 18 

5月 9日～10日 静岡県信用金庫協会理事長会 15 

5月 23日 兵庫県信用金庫協会理事長会 13 

6月 13日 結城信用金庫下館一心会 会員 60 

7月 18日 
城北信用金庫取引先旅行 

「東北地方支援買物ツアー」 
45 

9月 12日 コザ信用金庫経営者友の会 30 

9月 18日 

～19日 

青い森信用金庫 年金友の会 

「陸前高田気仙沼復興視察と応援ツアー」 
54 

10月 1日 三井業際研究所 14 

10月 18日 中部経済同友会 6 

10月 23日 

～11月 9日 

(2泊 3日のうち

1日来訪) 

蒲郡信用金庫 65 周年記念旅行 

「被災地訪問と大河ドラマ「八重の桜」の舞台 

会津若松・世界遺産平泉・日本三景松島 

※初日の 10 月 23 日に歓迎セレモニーを実施。 

529 

(6 回) 

10月 24日 

～25日 
信用金庫業界視察研修 18 

11月 16日 長岡信用金庫 事務部職員旅行 13 

12月 5日～6日 信用金庫業界視察研修 [焼津信金] 11 

 

○旅行客誘致の状況 
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○視察研修等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気仙沼地域への視察旅行等のご案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ヘ) 被災したお客様の事業再生・事業承継に向けた支援 

 【経営改善支援の取組みの強化】 

当金庫は、平成２２年度に、積極的な訪問活動を通じた信頼構築を目指して

  

  

  

  



 

24 

「法人営業推進チーム」を設立し、経営改善支援やビジネスマッチングなどの

幅広い活動により、ライフステージに応じたお客様の支援強化を図ってまいり

ました。 

２４年度以降については、法人営業推進チームを引き継いだ復興支援課が中

心となり、中小企業再生支援協議会をはじめとする外部機関等との連携も視野

に入れつつ、マッチング支援等の施策を組み合わせていくことにより、財務内

容の改善に留まらず、売上向上策などの業績改善を含めた経営改善支援に、お

客様の復興の進捗度合いに留意しながら取り組んでおります。 

さらに、当金庫は、２４年１２月２１日付で、同年８月に施行された「中小

企業の海外における商品の需要の開拓の促進等のための中小企業の新たな事業

活動の促進に関する法律等の一部を改正する法律（中小企業経営力強化支援

法）」に基づき、中小企業に対して専門性の高い支援事業を行う経営革新等支援

機関（経営革新等支援機関）としての認定を受けております。 

今後も、認定支援機関向け経営改善・事業再生に係る研修会に職員を派遣し、

実践的なスキルや専門知識を習得するとともに、信用保証協会の経営力強化保

証制度の活用等を通じて、お客様の更なる経営力の強化を支援してまいります。 

 

 【外部専門家等による相談会の開催】 

当金庫は、多面的な経営改善支援を実施していくうえでは、外部専門家の意

見等を活用していくことも有効であるとの考えの下、「ビジネスマッチ東北ハン

ズオン支援事業」に取り組んでおります。本事業においては、当金庫が推薦し

たお客様８社が販路開拓コーディネート事業の対象として選定され、うち１社

はＮＰＯ法人等の販路開拓支援により、首都圏での受注に繋がる等の成果が出

てきております。 

また、平成２５年１１、１２月には中小企業等グループ施設等復旧整備補助

事業復興事業計画の募集に際して、当金庫を中心とした「気仙沼地域の被災事

業者の事業再開、被災者への生活再建を支援するグループ」を組成し、補助金

申請を希望している地元建設事業者等に対して、(独)中小企業基盤整備機構と

連携のうえ説明会および個別相談会を実施し、各事業者の施設・設備の復旧・

整備を図りつつ、地域全体の復興に寄与できる体制を構築してまいります。 

今後も、お客様と地元商工会議所や(独)中小企業基盤整備機構が有する各種

専門家ネットワーク等を結び付けていくコーディネーターの役割を引き続き担

うことで、お客様の事業再生、販路拡大等を支援してまいります。 

  

【事業再生に対する支援の強化】 
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当金庫は、お客様の事業再生を加速させていくことが、速やかな地域復興に

つながると考え、中小企業再生支援協議会と連携し、実現可能性の高い抜本的

な事業再生計画の策定支援を実施するとともに、お客様の状況に応じて、債権

放棄や会社分割による事業再生についても、他金融機関と連携しつつ検討して

おります。 

また、東日本大震災からの復興を目的とする各種事業再生ファンド等の活用

についても、お客様に対して積極的に提案しており、お客様の事業再生に向け

た資金調達手段の多様化に努めております。 

さらに、事業再生にあたり財務体質の改善により再生が可能と見込まれる場

合には、ＤＤＳやＤＥＳ、ＤＩＰファイナンス等の新たな改善手法の導入も有

効と考えられることから、中小企業再生支援協議会より講師を招き、当金庫職

員向けに「資本的借入金に係る実務的課題等」に関する勉強会を開催するとと

もに、平成２５年６月より実施している信金中央金庫による個別事業者への経

営コンサルティングを通じて、ＤＤＳの取扱いについても引き続き検討を進め

ております。 

 

【事業承継に対する支援の強化】 

当金庫は、東日本大震災以降に事業意欲が減退する事業者も見受けられるこ

とから、地域経済の活力を維持するためには、事業承継のニーズを汲み取り、

十分に応えていくことが必要であると認識しており、本部・営業店が一体とな

り、お客様の状況の把握に努めております。 

当金庫は、これらの取組みを強化するため、業務方法書の一部変更・取扱要

領の整備を行い、平成２５年１月に、信金キャピタル㈱および㈱日本Ｍ＆Ａセ

ンターとの間で「Ｍ＆Ａ業務協定」を締結しております。 

現状、被災地域では、事業承継に係る相談は多くないものの、当金庫の取引

先においても経営者の方々の高齢化が進んでおり、企業のライフサイクルの成

熟期においてこうしたニーズが顕在化することが想定されることから、(独)中

小企業基盤整備機構と連携し、事業承継支援に係る実務研修を２４年１１月か

ら２５年３月まで６回にわたり実施しております。 

今後も、事業承継や後継者問題などに課題、悩みを抱える経営者からの各種

相談に応えていくために、取引先との信頼関係を構築しながら、情報収集や提

案活動に着手するなど、相談機能の強化に取り組んでまいります。 

 

(ト) 二重ローン問題等の解消に向けた対応 

被災地域の復旧・復興のためには、二重ローン問題の解消が避けて通ること

のできない課題であるとの認識の下、当金庫は、外部機関、専門家等の協力・
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支援を仰ぎながら、各種施策の導入を進めています。 

また、今後、被災者が本格的に事業や生活の再建を図っていく中で、二重ロ

ーン問題を抱えるお客様が増加すると想定されることから、営業店職員に対し

て説明会を開催するとともに、随時周知を図りながら、ご相談に十分対応でき

る体制づくりに取り組んでおります。 

 【中小企業再生支援協議会の活用】 

被災した事業者の事業再生にあたり、中小企業再生支援協議会と連携し、債

権放棄や私的整理、会社分割などの処理手法も視野に入れながら、実現可能性

の高い抜本的な事業再生計画の策定支援を実施しております。 

これまで、宮城県中小企業再生支援協議会に設置された「宮城県産業復興相

談センター」とも連携を深めながら、事業再生をはじめとする二重ローン問題

の解消に取り組んでおり、２５年１２月末現在で３先の支援が決定しておりま

す。 

 

【資本性借入金等を活用したお客様の財務基盤の強化】 

優れた技術力や販路を有している事業者においては、ＤＤＳやＤＥＳ、ＤＩ

Ｐファイナンス等の財務改善手法の導入も有効と考えられることから、お客様

の状況に応じて、中小企業再生支援協議会等の外部機関と連携し、ＤＤＳの取

扱いについても検討してまいります。 

平成２４年４月には、当金庫職員向けに勉強会を開催するとともに、２５年

６月より実施している信金中央金庫による個別事業者への経営コンサルティン

グを通じて、ＤＤＳの取扱いについても引き続き検討を進めております。 

今後においては、中小企業再生支援協議会、信金中央金庫との連携を深め、

お客様の事業再開状況や将来の見通しを踏まえＤＤＳの導入を引き続き検討し

てまいります。 

 

 【「産業復興機構」および「㈱東日本大震災事業者再生支援機構」の活用】 

当金庫は、被災により経営に支障が生じ収益力に比して過大な債務を負って

いるものの、既往債権の買取り等による再生の可能性が見込まれるお客様につ

いて、相談受付や意見交換を通じてお客様の意向を踏まえながら、「岩手産業

復興機構」や当金庫の出資する「宮城産業復興機構」、「㈱東日本大震災事業

者再生支援機構」等の活用による二重ローン問題の解消に取り組んでおります。 

なお、平成２５年１２月末現在、宮城産業復興機構１５先、岩手産業復興機

構５先、㈱東日本大震災事業者再生支援機構１９先の支援が決定しており、さ

らに宮城産業復興機構５先、岩手産業復興機構１先、㈱東日本大震災事業者再
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生支援機構９先について相談・協議中となっております。 

 

 【事業再生ファンド等の活用：「しんきんの絆」】 

信金キャピタル㈱が平成２３年１２月に組成した復興支援ファンド「しんき

んの絆」については、同社の親会社である信金中央金庫や(独)中小企業基盤整

備機構のサポートを得ながら、被災されたお客様への資本供給に加え、投資先

の経営支援を含めて取り組んでおります。 

当金庫においても、２５年１２月末現在、水産加工会社、地元スーパー等に

対して支援が決定しており、支援先数は７先となりました。 

今後も、信金キャピタル㈱とともに支援候補先企業を選定のうえ、順次お客

様への提案を進めてまいります。 

 

【事業再生ファンド等の活用：「公益財団法人 三菱商事復興支援財団」】 

公益財団法人 三菱商事復興支援財団は、平成２４年３月に、多様化する被災

地のニーズに対してより柔軟かつ継続的な支援を展開していくことを目的に設

立されました。同財団は、学生支援奨学金や復興に携わるＮＰＯなどの団体の

活動をサポートする助成金支給などの支援事業に加え、被災地の産業再生や雇

用創出に寄与するため、事業の再建や新規事業の立ち上げを目指す事業者への

出資等を実施していくこととしており、当金庫では、同財団の設立目的に合致

する事業を取り組むお客様に対し、同財団の活用を提案しております。 

当金庫においても、２５年１２月末現在、地元ホテル、観光・集客施設運営

会社等に対して支援が決定しており、支援先数は７先となりました。 

さらに、２５年２月には、気仙沼市とも連携し、同市の復興をより力強く推

進していくことを目的として「気仙沼きぼう基金」を設立いたしました。本基

金は、当金庫および同財団の支援を通じて自立的経営を実現した気仙沼市内の

事業者から、同財団が得る配当収入を原資に地域産業に再投資しようとするも

のであり、気仙沼市が中核メンバーに参画し、より効果的な基金運営を推進す

るとともに、事務局は当金庫が担当いたします。 

今後も、同財団とともに支援候補先企業を選定のうえ、順次お客様への提案

を進めてまいります。 
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【図表 16】「気仙沼きぼう基金」設立記者会見の模様(平成 25 年 2 月 5日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業再生ファンド等の活用：「公益財団法人 日本中小企業福祉事業財団」】 

公益財団法人 日本中小企業福祉事業財団は、中小企業経営者を対象に災害補

償事業、災害防止事業、福利厚生事業等を実施している公益法人であり、被災

者に対する支援策として「東北地区中小企業震災復興支援助成金制度」を創設

し、中小企業の再建、起業による雇用の場の創出・拡大の支援を実施していま

す。 

平成２４年９月には、地元水産加工協同組合の共同仮設加工場の建設・運営

に係る資金の一部に対して支援が決定しております。 

本制度では、被災地等の信用金庫や信金中央金庫、関連団体等と連携を図り

ながら助成対象案件の発掘、検討が行われており、当金庫でも、助成対象とな

りうるお客様に対し、活用を提案しております。 

     

【個人版私的整理ガイドラインにもとづく債務整理に係る対応】 

平成２３年８月２２日から、個人版私的整理ガイドラインによる債務の整理

の申請が開始されております。 

当金庫のお客様につきましては、２５年１２月末現在、３４名のお客様から

債務整理開始の申出書の提出を受け、うち１６名のお客様の弁済計画について

同意しており、お客様の債務状況を踏まえ対応を進めております。 

また、居宅の全壊あるいは収入減少等経済的理由による間接的被害を受けて

いるお客様に対しては、訪問または電話、パンフレットの郵送などにより、ガ

イドラインの周知・説明を重点的に行っております。さらに、防災集団移転事

業利用地区からご要望いただいている住宅ローン説明会の開催にあたっては、

住宅ローン商品の説明に加え、ガイドラインについても情報提供を行っており

ます。 

今後も、引き続き渉外担当者によるチラシ等の配布や店頭でのお声掛けなど、
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営業の第一線において丁寧に説明を行うことによりお客様にガイドラインをご

理解いただくとともに、申し出をいただいたお客様の意向や状況を最大限に考

慮したうえで積極的に利用を促し、運営委員会や弁護士等とも連携しガイドラ

インに沿った債務整理等を行うことによって、お客様の自助努力による生活や

事業の再建を支援してまいります。 

 

【図表 17】 

○個人版私的整理ガイドライン周知への主な取組み 

実施時期 実施内容等 

平成 24年 3月 ・県内金融機関、東北財務局等が合同で「復興へ 頑張ろう！み

やぎ 金融応援セミナー」を開催し、ガイドラインの説明や、個

別相談を実施 

平成 24年 8月 ・当金庫職員に対して同ガイドラインのメリット等を改めて周知 

・同ガイドライン周知用としてパンフレットを店頭等に備え置き 

・当金庫融資担当者に対して同ガイドライン説明会を実施 

平成 24年 9月 ・自宅に大きな被害を受けた当金庫住宅ローン利用者等へ訪問の

うえ、同ガイドラインを周知し利用を促進 

平成 24年 10月 ・当金庫職員に対して同ガイドラインのメリット等を改めて周知 

平成 24年 11月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(片浜・古谷館地区) 

平成 24年 12月 ・南三陸町において無料相談会を開催 

・建物全壊世帯に対する同ガイドライン利用意向調査実施 

平成 25年 1月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(唐桑舞根 2地区) 

平成 25年 2月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(鹿折錦町地区、登米沢地区) 

・気仙沼市において無料相談会を開催 

・陸前高田市において無料相談会を開催 

平成 25年 4月 ・大船渡市において無料相談会を開催 

・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(新浜町地区) 

平成 25年 6月 ・盛岡市において無料相談会を開催 

平成 25年 7月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(新大浦地区、小々汐地区、梶ｹ浦地区) 

平成 25年 9月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(新小泉町地区、小泉浜地区、小泉東地区) 

平成 25年 11月 ・集団移転される方への住宅ローン等の地区別説明会において同

ガイドラインを説明(新大沢地区) 

・陸前高田市において無料相談会を開催 

平成 25年 12月 ・大船渡市において無料相談会を開催 
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(チ) 三陸復興トモダチ基金を活用した復興支援 

当金庫は、平成２３年１１月に、米国ＮＧＯ「メーシーコープ」と国内ＮＰ

Ｏ「プラネットファイナンスジャパン」との連携による「三陸復興トモダチ基

金」を創設しました。 

本基金により雇用支援、創業・新事業開拓支援のための助成金制度を導入す

るとともに、被災者向け利子補給型ローン商品「地域力」、「フロンティア」を

提供してまいりました。 

 本基金には、多くの地元企業からの応募をいただいた結果、平成２５年１１

月末現在、雇用助成９８件(１３３人)１５７百万円、創業助成５５件７９百万

円、利子補給型融資２４４件１，９９４百万円の支援実績を上げております。 

 本基金の案内により、被災地の復興過程において生じる新しいニーズに呼応

した起業者を発掘・支援することができるとともに、申請手続きや事業内容の

検討を通じ、被災者が復興に向けた新たな一歩を踏み出す契機となっています。

当金庫としても、本基金での支援の採択にかかわりなく、申請内容を確認・分

析し、可能な限り必要なフォローを実施してまいりました。 

 この取組みが評価され、２４年４月には東北財務局より「平成２３年度地域

密着型金融に関する取組みへの顕彰」、２４年９月には気仙沼市長より、基金の

運営者として国内ＮＰＯ「プラネットファイナンスジャパン」に、２５年３月

には基金の拠出者として米国ＮＧＯ「メーシーコープ」等に対して感謝状が贈

呈されております。 

また、２５年５月には、地域の一員として震災からの復興に向けて懸命の活

動を続けていることを評価され、(一社)全国信用金庫協会より「第１６回「信

用金庫社会貢献賞」特別賞」を受けております。 

 この取組みは国内外の企業からも高い評価を受け、追加の資金提供をいただ

いており、本基金では、２５年５月末までに計３回の増額により支援規模が拡

大しております。 

 さらに、本基金の助成先事業者を対象に「事業者支援セミナー・交流会」を

２５年５月、７月、９月、１２月に開催し、中小企業経営や創業のノウハウに

係る講演会、参加事業者によるビジネスモデル発表や情報交換、交流の機会を

提供しております。 

被災地に対する支援の輪は広がりつつあり、当金庫では、これらの支援を活

かし雇用創出や創業を支援することにより、経済の地域内還流を生み出す仕組

みづくりに貢献したいと考えており、引き続き本基金を積極的に活用してまい

ります。 
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【図表 18】 

○ 三陸復興トモダチ基金活用状況(平成 25 年 11 月末現在)  単位：件(人)・百万円               

支援内容 件 数 金 額 

雇用助成 98(133) 157 

創業助成 55 79 助 成 金 

障がい者向け、アクセス改善 2 1 

地域力 216 1,730 

フロンティア 25 221 融  資 

震災保証制度融資(信用保証協会) 3 43 

 

○ 三陸復興トモダチ基金のこれまでの運営状況等 

時 期 概 要 

平成 23 年 11 月 ・米国ＮＧＯメーシーコープ、特定非営利活動法人プラネットファイナンスジャパン

と気仙沼信用金庫の連携にて被災地支援を目的に基金総額２００万ドルの「三陸復興

トモダチ基金」を設立。 

・被災地域再生、新規事業創出助成および被災事業者再雇用サポート助成第１期の募

集を開始。 

・被災事業者向け融資「地域力」の取扱いを開始。 

平成 24 年 1月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第１期採択先４先を決定し、助成贈呈式を行う。 

・被災事業者再雇用サポート助成第１期採択先３７先を決定。 

平成 24 年 2月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第２期の募集を開始。 

・起業、創業者向け融資「フロンティア」の取扱いを開始。 

平成 24 年 4月 ・東北財務局より、地域密着型金融に関する取組みの中で、本基金による三陸沿岸地

域の経済復興と雇用創出支援の取組みを評価され、顕彰を受ける。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第２期採択先１３先を決定し、助成贈呈式を行う。 

・三陸復興トモダチ基金の２００万ドル増額が決定。米国の半導体製造大手のエヌビ

ディア社によってメーシーコープを通じて提供。 

・被災事業者再雇用サポート助成第２期の募集を開始。(平成 24 年 4月～10 月) 

平成 24 年 5月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第３期の募集を開始。 

平成 24 年 6月 ・利子補給制度に信用保証協会付震災保証融資を追加。 

平成 24 年 7月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第３期採択先８先を決定し、助成贈呈式を行う。 

・被災事業者再雇用サポート助成第２期採択先２３先を決定。 

平成 24 年 8月 ・㈱ファーストリテイリングによる総額６０００万円の支援決定。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第４期の募集を開始。 

平成 24 年 9月 ・米国ボーイング社からの２５万ドル提供により、本基金の助成事業に、新たに被災

地域の障がい者の雇用促進を図るための助成制度を追加。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第４期採択先２先を決定し、助成贈呈式を行う。 

・被災事業者再雇用サポート助成第２期採択先５先を決定。 

平成 24 年 10 月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第５期の募集を開始。 

・被災地における障がい者向け新規事業創出助成、雇用サポート助成、アクセス改善

助成の募集を開始。 
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時 期 概 要 

・被災事業者再雇用サポート助成第２期採択先８先を決定。 

平成 24 年 11 月 ・被災事業者再雇用サポート助成第２期の募集を延長(平成 24 年 11 月～12 月) 

・被災事業者再雇用サポート助成第２期採択先５先を決定。 

平成 24 年 12 月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第５期採択先９先を決定。 

・障がい者向けアクセス改善助成採択先２先を決定。 

平成 25 年 1月 ・被災事業者再雇用サポート助成第２期採択先１先を決定。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第５期採択先９先の助成贈呈式を行う。 

平成 25 年 2月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第６期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、アクセス改善助成の募集を開始。 

平成 25 年 5月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第６期採択先４先の助成贈呈式を行う。 

・本基金の助成先事業者を対象に「事業者支援セミナー・交流会」を開催。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第７期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、アクセス改善助成の募集を開始。 

・被災事業者再雇用サポート助成、被災事業者向け利子補給型融資「地域力」「フロン

ティア」の取扱い再開。 

平成 25 年 6月 ・障がい者向け雇用サポート助成採択先３先を決定。 

平成 25 年 7月 ・「第２回事業支援セミナー・交流会」開催。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第７期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、採択先９先を決定。 

平成 25 年 8月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第７期採択先９先の助成贈呈式を行う。 

平成 25 年 9月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第８期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、アクセス改善助成の募集を開始。（25 年 9月中） 

・「第３回事業支援セミナー・交流会」開催。 

平成 25 年 11 月 ・被災地域再生、新規事業創出助成第８期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、採択先７先を決定。 

・被災地域再生、新規事業創出助成第９期、被災地における障がい者向け新規事業創

出助成、アクセス改善助成の募集を開始。（25 年 11 月中） 

平成 25 年 12 月 ・「第４回事業支援セミナー・交流会」開催。 

 

○ 創業助成金贈呈式の模様 

第６期贈呈式（平成 25年 5 月 1日）  第７期贈呈式（平成 25年 8月 22 日） 
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○ 第１６回 信用金庫社会貢献賞「特別賞」の受賞（平成 25 年 6月） 

 

 

 

○ 「事業者支援セミナー・交流会」の模様 

 （平成 25 年 5月 22 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （平成 25 年 12 月 6日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(リ)  (一財)気仙沼しんきん復興支援基金を活用した地域産業の活性化支援 

公益財団法人三菱商事復興支援財団と公益財団法人日本財団の支援を受け、被

災地域の復興に資することを目的として、平成２５年１２月に(一財)気仙沼しん

  

  

○信用金庫社会貢献賞 

地域に生まれ、地域と共に歩む信用金庫の

原点を踏まえ、地域の発展に貢献する信用金

庫の真摯な姿を広くアピールし、お客様や地

域の信頼を揺るぎないものとするとともに、

地域での存在感を一段と高めていくことを目

的に平成９年度に創設されたものです。 

今回は全国の１５３信用金庫および３団体

から、地域に根ざした活動として過去最多の

４９４件の応募が寄せられ、活動目的の社会

的意義、地域との一体性、活動内容・方法の

ユニークさなどを基準に総合的に選考された

結果、「特別賞」を受賞いたしました。 
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きん復興支援基金を設立いたしました。 

同基金では、被災地復興を目的として、既存の枠組みでは支援が届きにくい中

小零細企業やソーシャルビジネスに対し、「事業者向け融資利子補給制度『みんな

の元気』」、「ソーシャルビジネス等支援助成制度『みんなの笑顔』」、「産業復興支

援制度『みんなの希望』」を創設し、当金庫と新たに設立した一般財団法人が連携

を図りながら地域の課題解決や地域活性化に向けた包括的な支援を行い、”～次

世代に誇れる三陸を創る～”ことに貢献してまいります。 

 

【図表 19】 

○ プロジェクトの全体像 

ソーシャルビジネスやコミュニティビジネスへの支援

地域経済の振興と地域社会の健全な発展に貢献することを目的とする。

被災地域の産業復興や雇用創出への支援

「「「「被災地被災地被災地被災地のののの創造的復興創造的復興創造的復興創造的復興へのへのへのへの支援支援支援支援」」」」

利子補給支援利子補給支援利子補給支援利子補給支援・・・・起業家支援起業家支援起業家支援起業家支援・・・・産業復興支援産業復興支援産業復興支援産業復興支援
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地域ニーズの発掘

プロクラムをサポート

事務局運営

設立目的設立目的設立目的設立目的

事業内容事業内容事業内容事業内容
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基金運営・報告・取りまとめ
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○ 制度の概要 

制度名 制度の概要 

事業者向け融資 

利子補給制度 

『みんなのみんなのみんなのみんなの元気元気元気元気』 

 公共インフラ、施設の復旧等は着実に整備が進められ、その進捗に合わせて生じる

設備投資・運転資金需要、人材確保の課題については、スピード感を持った柔軟でか

つ負担を軽減するような支援が復興を一段と加速させることとなります。 

 一般財団法人気仙沼しんきん復興支援基金では、気仙沼信用金庫と連携して「利子

補給制度『みんなのみんなのみんなのみんなの元気元気元気元気』」を活用した融資商品を創設することで生産・営業活動の

再開に向けた支援を行います。 

ソーシャルビジネス等 

支援助成制度 

『みんなのみんなのみんなのみんなの笑顔笑顔笑顔笑顔』 

 被災地復興のためには、既存産業の再生のみならず、新たな地域産業の構築や雇用

の創出も求められています。また、未だに多くの住民の方々は、避難生活や仮設住宅

での生活を余儀なくされているなど、多くの社会的課題を抱えています。 

このような地域社会が抱える課題をビジネスの手法で解決し、雇用の創出に貢献す

る新たな産業として、「ソーシャルビジネス・コミュニティビジネス」に対する期待

がますます高まってきています。当地域においても、行政、NPO 等の支援を受け、ソ

ーシャルビジネスが芽を出しつつありますが、充分な経営資源や情報、事業ノウハウ

を獲得できていないこともあり、自立的・持続的なビジネスモデルの構築までには至

っていない事業者も少なくありません。 

 一般財団法人気仙沼しんきん復興支援基金では、「ソーシャルビジネス等支援助成

制度『みんなのみんなのみんなのみんなの笑顔笑顔笑顔笑顔』」を創設し、地域の課題解決や地域活性化と事業の自立・持続

発展の双方を実現しようとするビジネスに対し助成金による支援を行います。 

産業復興支援制度 

『みんなのみんなのみんなのみんなの希望希望希望希望』 

 被災地の経済を支えてきた事業者の多くは、自力による経営の再興に向けて精力的

に取り組んでいるものの、失った販路の復活や新たな販路の開拓、経営計画の立案等、

抱える課題が多岐にわたり、自らの経営資源だけでは対応しきれない状況にありま

す。 

 一般財団法人気仙沼しんきん復興支援基金では、「産業復興支援制度『みんなのみんなのみんなのみんなの希希希希

望望望望』」を創設し、気仙沼信用金庫と連携を図りながら専門家の派遣や販路開拓、観光

振興等において、信用金庫が有するネットワークをフル活用したサポート事業を提供

することにより包括的な産業支援を実施します。 

 

○ 記者会見等の模様 

（平成 25年 12 月 12 日：仙台市）   （平成 25 年 12 月 13 日：気仙沼市） 
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 (ヌ) 支援施策・制度の情報提供等 

東日本大震災以降、官民挙げてさまざまな復興支援策が示されておりますが、

事業者においてはその被害の大きさゆえに解決しなければならない課題も多岐

にわたり、自らに必要とする支援制度の選択・申請に苦慮している方も少なく

ありません。 

    このような方々に対する適切な情報の提供と書類作成における支援も、地域

において必要不可欠なことと認識しており、災害復興相談窓口での受付、復興

支援課の訪問活動や、各店舗に設置したデジタルサイネージ(電子看板)による

情報提供、 (独)中小企業基盤整備機構と連携した説明会および個別相談会の実

施等を通じ、復興支援に係る諸施策の情報提供に努めております。 

 

(ル) 信用金庫業界役職員による被災地ボランティアの案内 

信用金庫業界では、東日本大震災からの復旧・復興にあたり、全国の信用金

庫役職員からボランティアの申し出があり、(一社)全国信用金庫協会および信

金中央金庫からボランティア活動に参加する信用金庫役職員に対して、被災地

の情報提供、災害ボランティアセンター等との事前調整および宿泊施設・現地

交通手段の手配等の支援を実施しております。 

平成２４年度においては、２４年９月から１１月にかけて、当金庫営業エリ

アである宮城県気仙沼市大島、南三陸町、岩手県陸前高田市において、観光協

会およびボランティアセンターと連携のうえ、総勢４９金庫、３６３名に活動

いただきました。また、２５年度においても１１月末までに、(一社)全国信用

金庫協会および信金中央金庫において募集を行い、総勢６０金庫、３０５名に

活動いただきました。 

今後も、ボランティアに参加する信用金庫職員に対して、活動および視察等

へのサポートを通じて、被災地の現状に対する理解を深めてもらい、来訪者の

防災意識の醸成を図るとともに、視察旅行や信用金庫取引先の旅行客の誘致の

きっかけともなるよう取り組んでまいります。 

 

【図表 20】 

 

 

 

 

 

 

 
   

○地元新聞社の社長より講話 
○ﾘｱｽ･ｱｰｸ美術館 

(震災関連企画展示) 
○ボランティア活動の様子 
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ハ．被災地域における東日本大震災からの復興に資する支援事例 

 (イ) 三陸復興トモダチ基金を活用した創業支援事例 

 当金庫では、平成２５年１１月末までに、三陸復興トモダチ基金を活用した

５５件７９百万円の創業支援を行ってまいりました。 

 

【事例】第七期募集案件(平成２５年８月助成分) 

創業時期：平成２６年春開業予定 

助 成 額：１５０万円 

事業概要：・震災により三陸名産であった「わかめ」産業は壊滅的な被害を

受けました。今回、気仙沼産のわかめをベースにゆず・まぐろ・

メカジキ等の地元食材を使った様々な「わかめ商品」を加工販

売する会社を気仙沼市大島に立ち上げいたします。 

     ・現在商品の開発に着手しており、昨今の健康志向ブーム、復興

需要を活かしつつ、美容健康食品であるわかめの拡販につなげ

ることで、気仙沼産わかめの復活の一助を担うとともに、地域

の身障者の方々の雇用創出を図り、復興課題の解決と社会貢献

を目指すこととしています。 

 

(ロ) 復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した取引先支援事例 

【事例】食品加工会社における設備建設資金に係る支援 

当金庫の紹介を通じ、平成２５年１０月、地元の食品加工会社に対して、復

興支援ファンド「しんきんの絆」による投資が決定しました。 

同社は、惣菜加工の下請けを行っていましたが、震災による元請の廃業を機

に食品加工業に本格参入することとした。現在、県内で初となる大規模揚げ物

製造拠点を目指し、２５年１１月からの稼働を予定しています。 

同社の本格的な事業再開により４０人規模の雇用創出を見込むほか、地元に

設立された水産加工グループの一員として、グループ企業の商品製造過程で発

生する端材等を活用し、原料の安定調達と付加価値創造も可能としています。 

このように地域の復興にとって重要な事業を展開する同社を応援すること

は、本ファンドの設立趣旨に合致しているものと評価され、支援が決定しまし

た。 

 

(ハ) 公益財団法人 三菱商事復興支援財団を活用した取引先支援事例 

【事例】気仙沼市における観光拠点復旧整備事業 
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当金庫の紹介を通じ、平成２５年７月、地元の観光・集客施設運営会社に対

して、公益財団法人三菱商事復興支援財団との協働により、出資および融資に

よる支援が決定しました。気仙沼市および当金庫の支援に加え、同財団が出資

参加することで、同社の再建への取り組みをより力強く推進し、２６年３月の

オープンを目指すこととしています。さらに、同財団が将来得る配当収入は、

２５年２月に気仙沼市、当金庫および同財団と共同で設立した「気仙沼きぼう

基金」を通じて地元産業に再投資し、地元の活力を地域全体の復興に繋げる循

環型の支援を行ってまいります。 

震災前に同社が運営していた施設は、年間集客数１００万人超の観光・販売

拠点として２０店舗のテナントが入居していましたが、施設の再建により、震

災前と同水準の雇用が実現すれば、約１２０名の雇用を創出できます。また、

地元の水産加工業者は震災により販路の縮小を余儀なくされているため、地元

水産加工業者に販売機会を提供するとともに、集客力の高い観光施設として気

仙沼市の賑わいを支える一大拠点となっていくことが期待されています。 

 

【図表 21】 

○ 施設完成予想図 

 

 

 

（３）その他主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策の進

捗状況 

イ．創業または新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

(イ) ローン商品等の拡充 

当金庫は、創業・新事業開拓支援融資商品として、トモダチ基金を活用した

被災者向け利子補給型ローン商品「地域力」・「フロンティア」・「震災保証制度

融資(信用保証協会)」を提供しており、東日本大震災以降の融資実績は、平成

２５年１１月末現在で、２４４件、１，９９４百万円に上ります。 
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今後も、復旧・復興の段階に合わせてお客様の要望を踏まえながら、商品性

の見直しや新商品開発の検討を進めてまいります。 

 

(ロ) 三陸復興トモダチ基金を活用した経済活性化 

当金庫は、「三陸復興トモダチ基金」の創設による雇用支援、創業・新事業開

拓支援のための助成金制度および被災者向け利子補給型ローン商品「地域力」

の提供を通じた、地域の経済活性化に取り組んでおります。 

 本基金には、多くの地元企業からの応募をいただいた結果、平成２５年１１

月末現在、１３３名の雇用助成、５５先の創業助成実績を上げております。特

に創業支援には１０４先の応募があり、改めて地域における起業ニーズの高さ

を実感しております。 

 なお、当金庫では、資金面での支援後も、ビジネスマッチングイベントの紹

介による販路拡大、事業支援セミナー・交流会の開催等の各種支援に取り組ん

でおります。 

 また、この間の当金庫の活動は、提携先のＮＧＯ・ＮＰＯからも高く評価さ

れており、２４年４月、８月および９月には本基金の増額が相次いで決定する

など、本基金を通じた支援の輪は広がっていることから、今後も一層の地域経

済活性化に向け、本基金を有効に活用してまいります。 

 

(ハ) 外部機関との連携強化 

当金庫は、創業支援につきまして、プロパー商品の充実に加え、信用保証協

会などの公的機関による各種融資制度や保証制度を取り扱っており、お客様の

状況に適した提案に努めております。さらに、融資にこだわらない形での資金

供給形態を検討する必要があると判断した際には、信金キャピタル㈱などベン

チャーキャピタル会社との連携も進めてまいります。 

また、持続性を持った地域社会の再生には、ＮＰＯや市民団体との連携も有

効な取組みであることから、ＮＰＯ等との連携によるワークショップやセミナ

ーの開催を通じ、コミュニティビジネス、ソーシャルビジネスの発掘を目指し

てまいります。 

平成２４年７月には、「産・学・金」の連携による被災企業および被災地の復

興を目指すため、石巻専修大学、石巻商工会議所、気仙沼商工会議所、石巻信

用金庫および当金庫による「三陸産業再生ネットワーク」の協定を締結いたし

ました。 

２５年２月には、震災後の企業再生に取り組む水産加工事業者への支援を目

的に気仙沼魚市場会議室において「復興ブランドフォーラム」を開催し、基調

講演、気仙沼産カツオの成分分析に係る調査報告、パネルディスカッションを
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行いました。また、同年同月に、気仙沼と石巻地区の事業者を対象に、被災状

況と支援ニーズを把握するため、５５０社に対してアンケート調査（回収１９

７社）を実施しましたが、今後集計・分析を行い、事業者への還元、各種施策

の提言などを行ってまいります。 

本ネットワークでは、被災地の民間セクターである「産・学・金」が相互に

連携しながら、被災地の実情に即した具体的かつ実践的な復興ソリューション

の開発・提案を目指し、定期的に開催される運営会議を中心として、地域経済

の再生に向けた方策等について検討・実施してまいります。 

また、２５年９月には、中小企業庁が実施する「中小企業・小規模事業者ビ

ジネス創造等支援事業」に参画することといたしました。本事業はＩＴクラウ

ドを活用したシステム「支援ポータルサイト」を通じ、１万人以上の税理士や

中小企業診断士等の専門家による高度で生きた知識・ノウハウの提供と専門家

の派遣を行うものであり、当金庫にとっても取引先の事業価値を見極めつつ、

経営課題を発見・把握していく目利き能力の向上に資するものであり、復興支

援課を統括部署として、各営業店を相談窓口として登録しております。 

さらに、当金庫のこれまでの再生可能エネルギーの普及への取組みが、事業

化を目指す事業者等からその知見を期待され、相談を受ける機会も増えている

ことから、２５年１０月には、再生可能エネルギー事業案件に係る外部機関に

よる事業評価として、コンサルティング会社に委託した外部機関評価（セカン

ドオピニオン）を導入するとともに、事業リスクに応じた融資の取扱いができ

る人材育成および体制整備を図ることを目的として、環境コンサルティング会

社との間で業務委託契約を締結いたしました。 

 

 

ロ．経営に関する相談その他の取引先の企業(個人事業者を含む｡)に対する支援に

係る機能の強化のための方策 

 【経営改善支援の取組強化】 

当金庫は、審査課および管理課が中心となり、営業店等と連携して、経営不

振に陥っているお客様に対し、業務・財務内容等に係る的確な分析にもとづき

経営改善計画策定を支援するとともに、計画策定後は、改善状況を踏まえなが

ら資金繰り支援や融資条件の変更等を実施してまいりました。 

また、平成２２年度には「法人営業推進チーム」を設立し、経営改善支援や

ビジネスマッチングなどの幅広い活動により、ライフサイクルに応じたお客様

の支援強化を図ってまいりました。 

２４年度以降は、法人営業推進チームを引き継いだ復興支援課が中心となり、

中小企業再生支援協議会をはじめとする外部機関等を活用し、マッチング支援
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等の施策を組み合わせていくことで、財務内容の改善に留まらず、売上向上策

などの業績改善を含めた経営改善支援に、お客様の復興の進捗度合いに留意し

ながら取り組んでおります。 

 

 【外部専門家等による相談会の開催】 

当金庫は、多面的な経営改善支援を実施していくうえでは、外部の専門家の意

見等を活用していくことも有効であるとの考えの下、地元商工会議所や(独)中小

企業基盤整備機構が有する各種専門家の派遣事業をお客様と結び付けていくコ

ーディネーターの役割を担いたいと考えております。 

平成２５年度のビジネスマッチ東北ハンズオン支援事業においては、取引先８

社を紹介して専門家の支援を得ているほか、２５年７月には、宮城県信用保証協

会および(一財)地域創造基金みやぎとの共同で「新規創業・第二創業者向け支援

制度説明会・相談会」を開催し、創業を目指す方を対象に、信用保証協会保証制

度や創業補助金を活用した創業支援について説明するとともに、個別相談会を実

施し、１先の融資取引を取り扱うことができました。 

 

ハ．早期の事業再生に資する方策 

当金庫は、お客様の事業再生を加速させていくことが、速やかな地域復興に

つながると考え、中小企業再生支援協議会と連携し、実現可能性の高い抜本的

な事業再生計画の策定の支援を実施するとともに、お客様の状況に応じて、債

権放棄や会社分割による事業再生についても、他金融機関と連携しつつ検討し

てまいります。 

東日本大震災以降、直接・間接に被災しているお客様に対しては、返済条件

の緩和等による支援を実施してまいりましたが、今後の事業の安定的持続のた

めの諸施策を検討・支援していくために、信金中央金庫や中小企業再生支援協

議会、産業復興相談センター、㈱東日本大震災事業者再生支援機構といった外

部機関との連携を深め、専門家のノウハウの活用について前向きに検討してま

いります。 

 

ニ．事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

  【事業承継に対する支援の強化】 

当金庫は、東日本大震災以降に事業意欲が減退する事業者も見受けられるこ

とから、地域経済の活力を維持するためには、事業承継のニーズを汲み取り、

十分に応えていくことが必要であると認識しており、本部・営業店が一体とな

って、お客様の状況の把握に努めております。 

また、各県の｢事業引継ぎ相談窓口｣、 (一社)全国信用金庫協会の｢事業承継
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支援研究専門部会｣および信金キャピタル㈱等を活用し、事業承継や後継者問題

などに悩みを抱える中小企業の相談に応じております。 

なお、当金庫は、これらの取組みに係る第一段階として、平成２５年１月に

は、信金キャピタル㈱との「Ｍ＆Ａ業務協定」を締結し、職員向けに「M&A

仲介業務」に関する勉強会を実施いたしました。さらに、(独)中小企業基盤整

備機構から講師を招き、２４年１１月から２５年３月まで６回にわたり研修・

事例発表会を開催しております。 

 

  【相続対策に係る相談対応の強化】 

個人事業主においては、事業承継に伴い相続に関する相談も生じるケースが

あることから、相談のあった先に対して、個人事業主が抱える課題を明確にす

るための支援や専門家の紹介などの支援を実施してまいりました。 

今後、税務等の各種説明会・相談会を開催することにより、お客様のニーズ

にお応えしていく機会を設けるとともに、廃業や転業などに悩みを抱える中小

企業に対しては、今後もご要望等を踏まえた相談に応じてまいります。 

 

ホ．その他の地域再生に資する方策 

(イ) 地域経済の再生に向けた取組み 

当金庫は、地域コミュニティの形成支援を経営の課題としており、平成１７

年に事業区域を総称するリアス式地形からヒントを得た企画「RIAS e（環

境）・e（経済）」を立ち上げ、職員による清掃ボランティアや認知症サポーター

の養成、エコ関連の預金商品・融資商品の組み合わせ、被災した大島船舶発着

所周辺に設置する太陽光ＬＥＤライトの寄贈等を通じ、地域活性化に向けた面

的支援を続けてまいりました。 

現状、地域コミュニティの中心であった商店街の多くが被災し、仮設商店街

において事業再開を果たしておりますが、土地の確保等、本格再開に向け多く

の課題を抱えたままの営業を余儀なくされております。当金庫では、地域金融

機関として訪問活動や産学金連携を通じ、お客様の課題を共有化しながら、地

域再生に向けた支援策を見出してまいります。 

 

(ロ) 気仙沼市復興プロジェクト「木質バイオマス発電事業」の設備導入に対する

支援について 

震災をきっかけに災害時のエネルギー確保や安心安全な再生可能エネルギー

への関心が高まり、各地方自治体が策定した復興計画においても、災害に強い

自立・分散型エネルギーの構築は重要な課題として位置づけられております。 

当金庫では、これらの取組みにおいては、スピード感および専門的な知見が
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必要と考え、民間組織との協働による「気仙沼地域エネルギー開発㈱」の設立

へ参加するとともに、地域への経済波及効果等を勘案し、被災地復興に向けた

モデル事業として意義のある個別プロジェクトに対して支援を行っております。 

また、地元事業者が検討中の各種エコプロジェクトに係る協議会への参画等

を通じ、再生可能エネルギーの設備導入支援に取り組んでまいります。 

当金庫では、このような取り組みを複合的に加速させ、水産業・観光業が主

要産業である三陸沿岸地域において、食を核とした観光や視察旅行誘致による

交流人口の増加、産業の多様化や雇用の創出にも貢献してまいります。 

 

【図表 22】 

○木質バイオマス発電事業の概要 

１．事業内容 企 業 名：気仙沼地域エネルギー開発株式会社 

事業内容：発電および熱供給事業 

発電規模：８００kW 

稼働時期：平成２６年３月（予定） 

２．企業概要 当社は、気仙沼市震災復興計画で掲げる再生可能エネルギー導入プロ

ジェクトを進めるため、当金庫も出資し平成２４年２月に設立された企

業であり、気仙沼市内に木質バイオマス発電所を建設し、発電事業を行

うものです。本事業は、気仙沼地域の間伐材（未利用材）を燃料木とし

て活用することで、森林資源の有効活用による資源循環型発電を実現す

るとともに、林業再生や雇用創出にも貢献します。 

 当社は現在、木質バイオマス発電事業による地域の復興と再生に向

け、個人山林所有者への伐採講習、間伐材買取に係る地域通貨「リネリ

ア」（※注）の発行等を行い、地域で得られた価値を循環させ、地域経

済を持続的に発展させる取り組みを実施するなど、地域の復興に大きく

貢献しています。 

※注：「リネリア」とは、間伐材買取の半額分に対し、当社が支払う地

域通貨（券面１千円）の名称であり、気仙沼市内で加盟する飲食店や仮

設商店街のみで使用可能です。 

 

(ハ) （一社）気仙沼地域住宅生産者ネットワークとの協働について 

同法人は、宮城県地域型復興推進協議会事業に伴う「被災者への良質で低廉な

木造住宅を提供する地域住宅生産者グループ」として、平成２４年４月、当地域

の原木供給業者、製材業者、プレカット加工業者、建築設計事務所、工務店、建

材流通業者らにより発足しました。それ以来、地域型復興住宅の計画、地域型住

宅ブランド化事業採択などの事業を推進してきました。 

それら事業が気仙沼市により一定の評価を受け、今般の気仙沼市災害公営住宅

整備事業のうち、郊外部の木造戸建て・長屋住宅建設の要請を受け、具体的な活

動を開始するに至っております。 
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気仙沼市の災害公営住宅整備方針には、「市民ニーズに対応した安心で快適な

住環境の整備が急務であり、入居希望者全てを受け入れる戸数を建設することと

し、地域コミュニティの形成や高齢者等の住み易さの確保、公的住宅としての良

質なストック形成などに配慮した計画を推進します。」とあり、同法人は、この

方針を実現するため、地元林業関係者・建設業界関係者が一致協力し、総力をあ

げて建設事業に取り組んでいくこととしています。 

なお、災害公営住宅建築のために要する資金繰り資金等は、同法人の会員から

の負担金や当金庫からの融資等により調達する予定であります。 

この取組みは、被災者の暮らしの再建、地場産業の再生・振興、雇用の確保、

地域景観の保全、省エネルギー等の地域的課題の解決に繋がるものであり、当金

庫としては、同法人に対して資金的な支援に留まらず、人的な支援に加え、同法

人が当地域で果たす被災者向け支援事業のうち、災害公営住宅の建築、被災者向

け支援制度説明会・生活相談会の開催等について協働して取り組んでいくことと

しています。 

 

【図表 23】 

○(一社)気仙沼地域住宅生産者ネットワーク 法人設立総会の模様 

  （平成 25年 9 月 18 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 「しんきん東日本大震災こども応援定期積金」の取扱いについて 

平成２５年１０月より、宮城県内信用金庫統一キャンペーンとして、東日本

大震災で被災した地域の子ども（震災遺児・孤児）の就学等を支援するため、

「しんきん東日本大震災こども応援定期積金Ⅱ」を推進いたしました。本商品

は、信用金庫が販売する定期積金の募集総額の０．２５％に相当する金額につ

いて、お客様にご負担をお掛けすることなく、各県の信用金庫協会および信金

中央金庫から「東日本大震災みやぎこども育英基金」等へ寄附するものです。 

当金庫の定期積金の取扱額は、２５年１１月までに募集額である１０億円に

達し、募集を終了いたしました。 
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３．剰余金の処分の方針 

 当金庫は、地域のお客様から出資を受け入れ事業を行う協同組織金融機関として、

事業によって生じた剰余金につきましては、内部留保の充実に努めるとともに、安

定的な配当を維持することを基本方針としております。 

 当金庫は、経営強化計画に掲げる諸施策を着実に実施することにより、地域の復

旧・復興および地域経済の活性化を通じ、収益確保に努めてまいります。 

 また、今後、優先出資については所定の配当を行うとともに、普通出資について

は安定的な配当を実施・継続できるよう、内部留保の蓄積に努め、優先出資の返済

を目指してまいりたいと考えております。 

 

 

４．財務内容の健全性および業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

（１）経営管理に係る体制および今後の方針 

当金庫は、「理事会」と、理事会の委任を受けた審議・決定機関としての「常勤

理事会」を、委任関係により一体化した意思決定・監督機関と位置付けておりま

す。 

総代会においては、決算、取扱業務の決定、理事･監事の選任等の重要事項を決

議し、理事会は、「理事会規定」にもとづき、全役職員が共有する基本方針、経営

方針を決定しております。また、常勤理事会は、これらの方針に沿って、「常勤理

事会規定」にもとづき具体的な施策および効率的な業務遂行態勢を決定すること

としております。 

さらに理事会は、内部管理に関する体制の整備に係る基本的な方針等を定め、

各種施策の実施にあたって、経営管理に関する体制を有効に機能させることによ

り、経営の公平性および透明性の確保に努めております。また、それによって全

ての利害関係者の信頼に応えるとともに、社会から高く評価される金融機関とな

ることを目標としております。 

経営強化計画につきましては、理事会において決議のうえ、各担当部門が取組

みを行い、理事会および常勤理事会がその進捗管理を担うこととしております。 

理事会は、ＰＤＣＡサイクルのＰ（Ｐｌａｎ）にあたる計画策定を行い、各担

当部門が、Ｄ（Ｄｏ）にあたる施策遂行を担います。理事会および常勤理事会は、

新設する復興支援課から報告を受け、Ｃ（Ｃｈｅｃｋ）にあたる実施状況の確認

とその評価を実施するとともに、取組みが十分でないと認められる場合には、各

担当部門に対し、Ａ（Ａｃｔｉｏｎ）にあたる要因分析と対応策の立案について

指示を行うことにより、本計画の実現に向けて、役職員一丸となって取組みを進
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めてまいります。 

 

【図表 24】経営管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務執行に対する監査または監督の体制および今後の方針 

  当金庫は、監事および検査課による業務執行態勢の監査に努めております。 

  監事については、常勤監事に加え、信用金庫法にもとづき員外監事を選任して

おります。監事は、重要な意思決定の過程および業務執行状況を把握するため、

理事会、常勤理事会およびその他の重要な委員会に出席するほか、重要な稟議書

その他業務執行に関する重要な書類を閲覧し、理事または職員に対し、必要に応

じて説明を求めることとしております。また、検査課による内部検査結果や、当

金庫に著しい損害を及ぼすおそれのある事実および理事の職務遂行に関する不正

行為、法令･定款に違反する行為等について、遅滞なく報告を受ける態勢を整えて

おります。 

  検査課は、理事長直轄部署として、内部管理態勢に加え、法令等遵守態勢やリ

スク管理態勢についても検査を行い、その結果を常勤理事会や監事に報告すると

ともに、必要に応じて理事会に報告しております。 

経営強化計画の遂行につきましても、監事および検査課において業務執行態勢

を監査し、必要に応じて課題を洗い出していくことにより、円滑な施策の実施を
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図ってまいります。 

 

（３）与信リスクの管理（不良債権の適切な管理を含む。）および市場リスクの管理を

含む各種のリスク管理の状況ならびに今後の方針 

イ．信用リスク管理 

信用リスク管理については、審査課を主管部署と定め、当金庫リスク管理マニ

ュアルにもとづく管理を実施しております。 

当金庫は、中小企業者向け金融に携わる地域の協同組織金融機関として、地域

に密着した渉外活動等を通じて収集したさまざまな情報をもとに、取引実績や事

業計画の妥当性を十分検討したうえで、融資権限規程にもとづいた貸出実行に取

り組んでおり、地域のお客様への幅広いニーズに迅速・的確にお応えしてまいり

ました。 

また、当金庫の取引対象である中小規模の事業者は、大企業に比して財務体質

が脆弱なため、環境変化に伴う倒産・廃業などの発生可能性が比較的高いことを

踏まえ、業種別・資金使途別・債務者別管理により、与信集中リスクを抑制する

こととしております。 

今後についても、内部研修の実施や(一社)東北地区信用金庫協会等主催の外部

研修への受講生派遣、本部から営業店に対する臨店指導などを通じ、貸出審査能

力の向上を図ってまいります。 

なお、信用リスクのうち不良債権については、管理課を主管部署とし、各営業

店および復興支援課と連携のうえ、条件変更等の金融円滑化対応や経営改善支援

への取組みを通じ、信用リスクの低減に努めております。 

また、東日本大震災以降は、被災者支援に取り組むことが重要であるとの認識

に立ち、被災した債務者の実態把握と今後の見通しを踏まえた再建支援等に注力

することとしております。今後、被災債権の状況が変化するにつれ、担保の滅失

や債務者の廃業などによる信用リスク顕在化のおそれがありますが、債務者の実

態を踏まえ、事業の再生可能性を十分に協議・検討したうえで再生支援に取り組

むとともに、資産の自己査定を実施し、適切に償却・引当を行ってまいります。 

 

ロ．市場リスク管理 

市場リスク管理については、総務課を主管部署と定め、当金庫リスク管理マニュ

アル・余資運用基準等にもとづく管理を実施しております。 

また、ＡＬＭ委員会において、資産・負債の総合管理により、当金庫の運用・調

達勘定全体を見通した投資方針を決定するとともに、市場リスクのモニタリングお

よびコントロールが適切に行われていることを確認しております。 

有価証券投資においては、運用基準枠を設定し保有限度額を設定するとともに、
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リスクが高い外国証券については１投資対象先あたりの投資限度額を定め、流動性

および健全性に配慮した、安全性重視の運用スタンスを採用しております。購入後

においては、ロスカット基準および減損基準を設けるとともに、アラームポイント

の設定により過度な損失を避ける運用を行っております。 

近年の貸出金需要の低迷に伴い、余資運用は増加傾向にありますが、今後におい

ても、市場リスク管理の高度化に向け、信金中央金庫等の支援を受けて人材育成を

進めながら、引き続き安全性重視の運用に取り組んでまいります。 

 

ハ．流動性リスク管理 

流動性リスク管理については、総務課を主管部署と定め、当金庫リスク管理マニ

ュアルにもとづく管理を実施しております。 

当金庫は、資金繰りの逼迫度合いに応じた資金確保等の対処方法を定めており、

さらに緊急を要する場合には、常勤理事会またはＡＬＭ委員会において、必要な対

応策を講じることとしております。また、支払準備資産を信金中央金庫に預け入れ

ることにより、緊急時にも信金中央金庫より流動性の提供を受けられる態勢を整え

ております。 

今後、企業活動の正常化や被災者の生活再建などにより、預金払戻しが増加する

局面を迎えた場合においても、資金繰りに窮することがないよう、引き続き適切な

流動性管理に努めてまいります。 

 

ニ．オペレーショナルリスク管理 

オペレーショナルリスクとして、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人

的リスク、有形資産リスク、風評リスクと認識したうえで、リスク管理マニュアル

において管理方針および態勢を定め、適切な管理に努めております。 

今後においても、オペレーショナルリスク管理については、役職員一人ひとりの

リスク認識を高めることが重要であるとの認識の下、本部通達による注意喚起や役

員によるケーススタディ等を通じ、実効性の確保に努めてまいります。 

 

(イ) 事務リスク 

   事務リスク管理については、業務課を主管部署と定め、全ての業務に事務リスク

が存在することを認識したうえで、各事務規程・要領・マニュアル等の充実により、

事務リスクの低減に努めております。 

   各課店においては、業務の多様化に対応するため、事務処理状況の把握や職員

教育を行うとともに、主管部署による事務指導や検査部門による内部検査を実施し、

規程、要領等の遵守状況のチェックによる事故防止を図っております。 

事務の正確性確保については、主管部署において事務ミスの内容を分析したうえ
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で、営業店とともに誘発要因の解消に努めているほか、事務ミスの防止や効率化を

目的に職員が事務改善に対する提言ができる事務改善提言シートを導入しており、

事務に対する理解度を深めることにも効果を得ております。 

 

(ロ) システムリスク 

   当金庫は、東北地区共同事務センターに加盟し、信金共同センターシステムの

利用を通じた安定稼動により、システムリスクの低減を図っております。 

   システムリスク管理については、事務管理課を主管部署と定め、コンピュータシ

ステムの障害や誤作動、不備、不正利用、サイバーテロ等により当金庫が被るリス

クを未然防止するため、「情報資産保護に関する基本方針」「オンラインシステム障

害対応マニュアル」にもとづき、管理体制の整備と適切なシステム管理運営に努め

ております。 

   セキュリティ管理については、「セキュリティ統括責任者」を設置することによ

り、セキュリティとアクセスコントロールの統括管理を実施しており、また、災害

時等における対応につきましても、影響を最小限に抑えるよう業務継続基本計画を

策定しております。 

 

(ハ) 法務リスク 

  法務リスク管理については、総務課を主管部署と定め、企業倫理の確立と法令

遵守の企業風土を醸成し、信用の維持、確保を図るべく、当金庫の策定した「コ

ンプライアンス基本方針」「行動綱領」「役職員の行動基準」等に則り、法令・庫

内規程等に違反する行為、ならびにそのおそれのある行為の未然防止に努めてお

ります。 

   また、コンプライアンス関連マニュアル等の整備を図るとともに、各課店には

「コンプライアンス担当者」を置き、庫内研修の実施により意識の向上を目指し

ております。 

 

(ニ) 人的リスク 

人的リスクについては、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の

問題）および差別的行為（セクシャルハラスメント、パワーハラスメント等）か

ら生じる損失・損害と認識し、人事課を主管部署と定め、情報の収集、分析を行

いリスクの把握を行っております。 

また、コンプライアンスマニュアルにもとづくチェックリストを全職員が提出

することにより、人的リスク発生の未然防止に努めております。 

 

(ホ) 有形資産リスク 
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有形資産リスク管理については、主管部署である総務課で有形資産の管理を行い、

災害時等において生じる毀損・損害のリスクをあらかじめ確認し、必要に応じて改

修等の施策を講じるなど、適切な管理を行っております。 

また、本部各課ならびに各営業店との連携を密にして、潜在的なリスクをいち早

く把握するよう努めております。 

 

(ヘ) 風評リスク 

風評リスク管理については、総務課を主管部署と定め、ディスクロージャー誌

等により透明度の高い情報開示を行い、当金庫の経営の健全性を広く顧客に伝達

するとともに、当金庫の評判に影響を及ぼすと思われる事項について、総務課は

各課店との連絡を密にし、情報収集と公共報道、顧客動向のモニタリングに努め、

風評リスクの発生回避や極小化に努めております。 

また、風評リスクが発生した際に、その影響度による管理手法を定めており、

迅速かつ適切な対応を取れるような態勢を整備しております。 

 

 

【図表 25】リスク管理体制 

 

統合的リスク管理体制図 

 

 

以 上 

 
               《オペレーショナルリスク》 

理理理理    事事事事    会会会会    

ＡＬＭＡＬＭＡＬＭＡＬＭ委員会委員会委員会委員会

常勤理事会常勤理事会常勤理事会常勤理事会    

総総総総    代代代代    会会会会    

監監監監    事事事事    会会会会    

外部監査人外部監査人外部監査人外部監査人    

顧問弁護士顧問弁護士顧問弁護士顧問弁護士    

最終意思決定機関 

統 括 部 署 

検検検検    査査査査    課課課課    

市場関連リスク 信用リスク 流動性リスク 事務リスク ｼｽﾃﾑﾘｽｸ 法務リスク 風評リスク 人的リスク 有形資産リスク 

リスク 

分類 

審 査 課 業 務 課 総 務 課 総 務 課 事務管理課 総 務 課 総 務 課 人 事 課 総 務 課 主管部署 

管理課・総務課 

 

営業店 

業 務 課 

 

審 査 課 

業務課・審査課 

・事務集中課 

営業店 

本部各課 

 

営業店 

本部各課 

営業店 

本部各課 

営業店 

本部各課 

営業店 

本部各課 

営業店 

本部各課 

営業店 

関連部署 


